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Ⅰ．要旨 
新潟県知事は 2017 年に福島原発事故検証委員会を設置し、技術、健康・生活、避難の三

委員会と、全体を纏める総括委員会を設けた。健康・生活委員会の健康分科会（以下「本
分科会」という）では、原発事故後の新潟県民の安全と安心の確保に資する情報を得て、
健康影響を検証する事を目的とした。東京電力福島第一原子力発電所事故（以下「福島原
発事故」という）による放射線被ばくとそれに伴う甲状腺がんなどの健康リスク、避難活
動、津波・地震と原子力災害が重なった複合災害によるこころの健康・生活習慣への影響
を検討した。 

福島原発事故では、事故前の「安全神話」などにより「想定外」とされた原子力事故へ
の準備不足、事故の全容が不明な事故早期での「直ちに人体に影響を及ぼすものではない」
との判断が、事故の初期対応に当たった関係部署の不手際を引き起こした。更に、放射線
被ばくと健康影響の検証を困難なものとした。事故後 10 年を経過した現在でもまだ諸問題
が解決できない状況を招き、人々に健康に関する懸念を含む様々な問題と不安を残したま
まである。 

福島原発事故による初期の放射線被ばくに伴う健康影響への対応で重要なのは、甲状腺
検査である。これが、甲状腺がんの過剰診断をもたらす可能性が指摘されている。この問
題に関して、超音波検査による診断、「甲状腺がんの自然史」の不透明さが影響する甲状
腺がん患者の取り扱い、被ばく線量と甲状腺がんとの関係などの観点から考える必要があ
る。 

甲状腺への放射性ヨウ素の被害を予防する安定ヨウ素剤は、放射性ヨウ素への曝露前後
の服用により有効性が認められており、事前配布が重要であり、新潟県では、原子力災害
発生時の避難に際して、安定ヨウ素剤の服用が適時かつ円滑に行えるよう、配布対象者に
対する安定ヨウ素剤の事前配布を行っている。更には、放射性セシウム及び放射性ヨウ素
による内部被ばく予防として、食品の出荷制限、飲料水の摂取制限などの迅速な対応が必
要である。 

福島原子力事故での放射線被ばくによる甲状腺がん以外の健康リスクに関しては不明な
点が多い。特に懸念されるのは小児への影響である。なお、福島原子力事故による放射線
被ばくに伴う先天異常・出生異常は確認されていない。 

福島原発事故への放射線防護による健康被害減少の視点から、避難は最重要事項である。
しかし、適切かつ十分な準備なしの緊急的避難は深刻な健康問題を生じうる。また、長期
にわたる避難生活は小児の肥満傾向、避難区域での自殺、母親のうつ、メタボリックシン
ドローム、医療・介護費用などの増加を生じうる。 

原発事故に伴う環境への放射能放出が予想される場合は、予防的避難を考えるべきであ
る。同時に、初期被ばくの関連情報を早期に収集解析し、避難情報の「見える化」による
適切な避難行動に繋がる仕組み作りが必須である。それには、避難の関連技術革新への多
様な組織・産業との連携が急務となる。 

本分科会の報告書を終えるにあたり、政府事故調最終報告書の論点の総括にある被害の
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全容を明らかにする調査の実施に関する提言を記す（p431）：未曾有の原子力災害を経験
した我が国としてなすべきことは、「人間の被害」の全容について、専門分野別の学術調
査と膨大な数の関係者・被害者の証言記録の収集による総合的な調査を行って、これらを
記録にまとめ、被害者の救済・支援復興事業が十分かどうかを検証するとともに、原発事
故がもたらす被害がいかに深く広いものであるか、その詳細な事実を未来への教訓とし伝
える事であろう。この報告が世に出て 10 年が経過するが、「人間の被害」の全容解明と問
題点の改善に対し、希望が持てる状況に未だ至っていないことは残念である。 

本報告書の最後に、新潟県における今後の原発事故時の健康リスク低減活動に資する提
言書も加えた。これが新潟における原発事故対策に一石となる事を祈願する。 
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Ⅱ．はじめに 
2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は、地震、津波、停電、原子力発電（以下

「原発」という）災害が相互に絡み合った複合災害である。東京電力福島第一発電所
（以下「福島原発」という）事故は、複数の原子炉が密集して並ぶことによって連鎖事故
を起こす「並行連鎖原災」に加え、複合災害による水素爆発・メルトダウンによって特徴
づけられる。今回の事故では、原発への「安全神話」に加え、福島原発事故後の放射線被
ばくの全容が明確でない比較的早い時期にチョルノービリ事故とは段違いの低線量被ばく
に留まり、「直ちに人体に影響を及ぼすものではない」「心配ない」と判断された。この関
係機関の諸判断は福島原発事故対応に影響し、結果的には事故後 10 年以上経過した今日で
も「原状復帰」、「昔の生活に戻りたい」との住民の希望を完全にかなえるには至っていな
い。 

新潟県知事は、新潟県に立地する柏崎刈羽原子力発電所との関係から、2017 年に東京電
力福島第一発電所事故の検証を行う三つの委員会（技術、健康・生活、避難委員会）を設
立した。健康・生活委員会は二つの分科会（健康と生活）に分かれ、本報告書は健康分科
会（以下「本分科会」という）が担当した。健康・生活委員会と避難委員会の検証内容が
重複するが、避難も議論の対象とした。 

本分科会は、原発事故後の新潟県民の安全と安心の確保に資する情報を得る事を目的と
し、福島原発事故による放射性物質の拡散や避難等による健康リスクの各種調査・報告書
等を利用して、環境科学的・医学的な視点から検証を行った。これまで 11 回の委員間の会
議と、国内の専門家の意見を聞いたり、福島県立医科大学の訪問などにより、本部会の検
証の実を深めた。本報告書は、単に学術的な多数の論文を検討して何らかの結論を引き出
すものでなく、福島県や国際的な専門機関・団体などによる原発事故後の放射線被ばくと
対応も含めて検証した。 

2011 年の福島原発事故について、原子力放射線の影響に関する国連科学委員会（以下
「 国連 科学 委員 会」 又は 「 UNSCEAR 」 1 という ）は ”A decade after the Fukushima 
accident: Radiation-linked increases in cancer rates not expected to be seen”2と題する文書
（For information only – not an official document であると書かれている）を公表している
（United Nations Information Service Vienna と題する HP に示された和訳を脚注に示した
3）。その中で、放射線被ばくによる健康影響の中で懸念される発がんリスクについて、 

”The Committee therefore continues to consider that future health effects directly related 
                                                      
1 United Nations Scientific Committee on the Effects of Atomic Radiation 
2 https://unis.unvienna.org/unis/en/pressrels/2021/unisous419.html 

「東電福島事故後の 10 年： 放射線関連のがん発生率上昇は みられないと予測される」 
https://www.unscear.org/docs/publications/2020/PR_Japanese_PDF.pdf 
3 UNSCEAR 事務局 A decade after the Fukushima accident: Radiation-linked increases in cancer rates not 
expected to be seen 
https://unis.unvienna.org/unis/en/pressrels/2021/unisous419.html 
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to radiation exposure are unlikely to be discernible.”4とし、また、被ばくした子供たちの甲
状腺がんに関しても 

"The Scientific Committee has also assessed the incidence of thyroid cancer that could be 
inferred from the estimated radiation exposure and concluded that this is not likely to be 
discernible, in any of the age groups considered, including to children and those exposed in 
utero to radiation. ”5としている。検査で多数の甲状腺がんが見つかったことに関しては、 

”The Committee believes that, on the balance of available evidence, the large increase, 
(relative to that expected), in the number of thyroid cancers detected among exposed children 
is not the result of radiation exposure. Rather, they are the result of ultrasensitive screening 
procedures that have revealed the prevalence of thyroid abnormalities in the population not 
previously detected. ”6 と述べている。 

United Nations Information Service Vienna と題する HP に示された和訳を脚注に示した
7。英文を読む限り、国連科学委員会は放射線被ばくによる健康リスクに関し、明確な結論
を下していないようである。 

本分科会では、これらの見方を理解した上で、原発事故発生初期のプルーム発生と事故
早期の放射線被ばく線量を的確に測定できない状況、問題が多発した避難活動、「過剰診
断」も含めた甲状腺被ばくと甲状腺がん、原発事故によるこころも含めた健康への影響を
検証した。本報告書の最後に、新潟県に資する今後の活動への提言書も加えた。 

 
 

  

                                                      
4 よって当委員会は、放射線被ばくが直接の原因となるような将来的な健康影響は見られそうにないと引
き続きみなしている。 
https://www.unscear.org/docs/publications/2020/PR_Japanese_PDF.pdf 
5 United Nations Information Service Vienna と題する HP に示された和訳：委員会はまた、放射線被ばく
の推定値から推測されうる甲状腺がんの発生を評価し、子供たちや胎内被ばくした子供を含む、対象とし
たいずれの年齢層においても甲状腺がんの発生は見られそうにないと結論付けた。 
https://www.unscear.org/docs/publications/2020/PR_Japanese_PDF.pdf 
6 公表されているエビデンスを鑑みると、被ばくした子供たちの間で甲状腺がんの検出数が（予測と比較
して）大きく増加している原因は放射線被ばくではないと当委員会は判断している。むしろ、非常に感度
が高いもしくは精度がいいスクリーニング技法がもたらした結果であり、以前は検出されなかった、集団
における甲状腺異常の罹患率を明らかとしたに過ぎない。 
https://www.unscear.org/docs/publications/2020/PR_Japanese_PDF.pdf 
7 UNSCEAR 事務局 A decade after the Fukushima accident: Radiation-linked increases in cancer rates not 
expected to be seen 
https://unis.unvienna.org/unis/en/pressrels/2021/unisous419.html 
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Ⅲ．放射線被ばくとその健康リスク 
放射線被ばくによるがんリスクに関しては本報告書では省略する。放射線影響研究所の

HP に解説があるので、参照されたい。 
 
１．放射線被ばくによる甲状腺がんリスク 

甲状腺がんリスクに関しては社会的な関心も高く、本報告書の重要な議論でも取り上げ
られるので、以下に重要と思われるポイントを記述する。 
(1) 病理型 

甲状腺がんには、乳頭がん、濾胞がん、低分化がん、髄様がん、未分化がん、悪性リン
パ腫などがある。乳頭がん、濾胞がん、低分化がんをまとめて甲状腺の分化がんと呼ぶ。
乳頭腺がんは甲状腺がんの約 90％を占める。リンパ節への転移（リンパ行性転移）が多く
みられるが、極めてゆっくり進行し、予後（治療後の経過）がよいとされており、生命に
関わることはまれである。しかし、ごく一部の乳頭がんは再発を繰り返したり、悪性度の
高い未分化がんに変わったりすることがある。高齢で発症するほど悪性度が高くなりやす
いとされている。乳頭がんは、濾胞がんとともに高分化がんと呼ばれる。（国立がんセン
ター がん情報サービスを参照した） 

小児期の被ばくによる甲状腺がんの予後が、それより後での被ばくによる甲状腺がんと
比べて悪い可能性も、しばしば議論となる。実際、チョルノービリ事故後、小児の放射線
被ばくによる甲状腺がんは、より aggressive8である可能性が指摘された[Zablotska et al 
2015]。これに関して、国際がん研究機関（International Agency for Research on Cancer, 
IARC）の Technical Publication No. 46[IARC 2018]は、事故後、様々な要因の影響を考慮
した研究が行われたが、甲状腺がんの aggressiveness に違いがあることを示す科学的証拠
は得られなかったと述べている。以下、IARC 提言の原文を示す。 

In the immediate aftermath of the Chernobyl accident, there was concern that radiation 
induced thyroid cancer in exposed children tended to be more aggressive, with more extensive 
local invasion, lymph node involvement, and distant metastases than in non-exposed children. 
However, subsequent analysis suggests that this observation was related to several variables, 
including the increased number of children younger than 10 years at the time of exposure, 
chronic exposure to radioiodine in an iodinedeficient population, and the initial lack of an 
active surveillance programme for patients at increased risk of developing thyroid cancer. 
When the clinical presentation of exposed and non-exposed children of the same age was 
compared, the suspected difference in clinical aggressiveness could not be proven [Pacini et 
al 1997; Williams et al 2004; Reiners et al 2013]. 

                                                      
8 腫瘍が急速に形成・成長・拡大すること。 
https://www.cancer.gov/publications/dictionaries/cancer-terms/def/aggressive  
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チョルノービリ原発事故後に増加した小児甲状腺がんのほとんどが乳頭がんであった
[Zablotska et al 2015]。他の病理型の甲状腺がんが放射線で誘発されるかは明確でない。し
かし、これまでで最大規模のプール解析9では乳頭状腫瘍と非乳頭状腫瘍のいずれにおいて
も放射線誘発効果が観察された[Veiga et al 2016]。 

 
(2) 被ばく線量とリスクとの関係 

米国国立がん研究所で Veiga らが行って 2016 年に公表された放射線被ばくと甲状腺がん
リスクの関連に関する研究では 12 の研究のデータがプールされ、解析された。20 歳未満
での放射線被ばくと甲状腺がんリスクの関連に関する相対リスク 8 は 2-4Gy までは線量と
ともに増加し（実際には、線量の増加とともに線量当たりの過剰相対リスクが増加し）、
10-30Gy で横ばいになり、その後は減少したが、50Gy 以上でも有意なリスク上昇が見ら
れた（相対リスクが１より大きく、すなわち、被ばくしていない場合よりリスクが高く、
かつ、被ばくによるリスク増加が統計学的偶然性では説明できなかった）。0.10Gy 未満で
は線量と過剰相対リスクが比例して増加する傾向が見られた（P < 0.01） [Veiga et al 
2016]。その後、2017 年に公表された米国国立がん研究所の Lubin らが行ったプール解析
では小児期の外部被ばくと甲状腺がんに関するコホート研究 9 件からのデータがプールさ
れ、低線量被ばくの影響を検討するために被ばく者を 0.2Gy 未満の者に限定した解析で、
小児の低線量放射線関連甲状腺がんリスクについて「合理的に達成可能な限り低い」評価
を行うためには、線量反応の線形性が最も妥当な関係であること（線量に比例するように
過剰相対リスクが増加すること）が再確認された[Lubin et al 2017]。 
 
(3) リスクの年齢依存性 

米国国立がん研究所の Ron らは放射線被ばくを受けた子供を追跡したコホート調査（イ
スラエルの頭部白癬症で放射線治療を受けた子供の調査、原爆で放射線被ばくした子供の
コホート、扁桃腺肥大・胸腺肥大などで放射線治療を受けた子供を追跡した三つのコホー
ト）で得られたデータをプールして解析した[Ron E et al 1995]。その結果によると、甲状
腺がんの過剰相対リスク(ERR)は 7.7/Gy (95% 信頼区間（CI）：2.1, 28.7) であった。被
ばくによるリスクは 15 歳未満で被ばくすると特に高かった。20 歳以上での被ばくでの過
剰リスクを示唆する明確な証拠は得られなかった。これらの研究では、内部被ばくは考慮
されていないが概ね無視できるものと考えられる。一方、ウクライナの全人口を対象とし
た 1989-2009 年の調査から得られたデータの解析から、小児期より高い年齢層での被ばく
で甲状腺がんが増加することを示唆する結果が得られた[Fuzik et al 2013]。 

 
(4) 内部被ばくと外部被ばくによる甲状腺がんリスク 

内部被ばくに関してはチョルノービリ事故で被ばくした住民の調査が重要である。2011

                                                      
9 疫学におけるプール解析とは、複数の研究から得られたデータを統合し、解析することである。 
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年に報告されたウクライナ住民（事故当時 18 歳未満）で発生した罹患症例を用いた研究で
は、観察人年10が 73004 人年、罹患症例数が 65 例であった。過剰相対リスク（ERR）は
1.91/Gy （95% CI: 0.43-6.34）であった[Brenner et al 2011]。この値は前項で述べた Ron
らの論文で報告された 7.7 より低く見えるが、両者の 95%信頼区間は大きく重なっている。
IARC11の Cardis らが 2005 年に報告したベラルーシとロシア住民の症例・対照研究では、
15 歳未満で被ばくした 276 例の甲状腺がん症例（1998 年までの症例）と 1300 例の対照が
用いられた。１Gy でのオッズ比は 5.5（95%CI=3.1-9.5）から 8.4（95%CI=4.1-17.3）で
あった（推定に用いた統計モデルで値が異なる）[Cardis et al 2005]。 
 
(5) 潜伏期とリスクの経年変化 

潜伏期とは、がんが存在するが症状などが表れていない状態にある期間である。121992
年９月、ベラルーシ保健省の Kazakov らの小児甲状腺がんの急増を報告する論文が科学雑
誌 Nature に発表された[Kazakov 1992]。この論文によると、ベラルーシで 1986-1989 年
の間の四年間に毎年 2, 4, 5, 6 例だった小児甲状腺がんが 1990、1991、1992 年には 29、
55、30 例に増加した。しかし、このデータから 1990 年より前に甲状腺がんが増加してい
なかったと結論することは難しい。現地では、1990 年から超音波検査を用いた甲状腺スク
リーニングが本格的に開始されたからである。超音波検査が一般集団で甲状腺がんが診断
される頻度を 7.4 倍増加させるとの推定もあり[Jacob 2014]、その影響は小さくない。ま
た、Oxford 大学の Beral が指摘したように、Kazakov らのデータでは分母が明確でない
[Beral 1992]。結論として、これまでに得られたデータから、遅くとも 1990 年には甲状腺
がんリスクの増加が始まったと推定されるが、それ以前の甲状腺リスクを定量的に検証す
るために必要なデータは存在しない（したがって、それ以前に甲状腺がんの過剰発生が出
現していた可能性を否定できない）。 

Veiga らが 2016 年に公表したプール解析では 1Gy 当たりの過剰相対リスクの推定値は
被ばく後 10 年以内に 2.76（95％CI、0.94-4.98）と統計学的に有意な増加を示し、被ばく
後 50 年以上経過しても上昇したままであった[Veiga et al 2016]。 

 
(6) 予後 

甲状腺のスクリーニングなどで初期のステージで発見された甲状腺がんの予後は大変良
いと報告されている[Reiners 2014]。スクリーニングで発見される甲状腺がんの多くは比

                                                      
10 観察人年は観察人数に観察期間を乗じたもの。1 人を 10 年観察した場合は 10（1×10）人年となる。
これで罹患数を割った罹患率は、速度を表す時速のように分母に時間（概念としての時間）が含まれる、
単に罹患者の割合ではなく、罹患の「速度」としての側面を持つ。 
11 International Agency for Research on Cancer 
12 NCI Dictionary of Cancer Terms は latent を以下のように説明している。 
a condition that is present but not active or causing symptoms. 
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較的小さく自覚症状もないか軽微なものである。小さな甲状腺がん（TMN 分類13でステー
ジ T1）は予後が良く、aggressive surgery or radioiodine のような侵襲性の高い治療は避け
るべきとされている[Reiners 2014]。子どもの分化型甲状腺がんでは 60-90%にリンパ管侵
襲 （lymph-node involvement）が 60－90％にあり、遠隔転移が 5－30％に見つかるが、
にもかかわらず、その予後は大変よく、死亡率は 1-3%である[Reiners 2014]。なお、チョ
ルノービリ事故の後、6,000 例以上の甲状腺がんが診断されたが、死亡が確認された例は
15 人であった[UNSCEAR 2008 Report Annex B 2010; UNSCEAR 2008 Annex D Report 
2011]。 

ここで指摘しておかなければならないのは、これまでのほぼ全ての研究報告は診断後治
療を受けた症例の予後を検討したものであり、治療を受けなかった場合の予後は殆ど検討
されていないことである。言い換えると、スクリーニングで発見されず、放置された甲状
腺がんの予後に関する科学的証拠はほとんどない。そのような検討を行った数少ない研究
の一つで米国の the National Cancer Institute’s Surveillance, Epidemiology, and End 
Results (SEER)program に登録された甲状腺がん症例（N=35 663、剖検で見つかった例を
除く）を対象集団として死亡追跡が行われた。このコホート研究では、治療を受けた群
（追跡可能だった 35223 名）で 161 例の甲状腺がん死亡が確認され、20 年生存率は 99% 
（95% CI, 93%-100%）であった。一方、治療を受けていない群（did not receive 
immediate, definitive treatment）440 名から 6 名の甲状腺がん死亡が確認された。治療群
と比べ非治療群の甲状腺がん死亡率は高かった（非治療群と治療群の甲状腺がん死亡率の
比は記述されていないが、2 前後と推測される）。この差に関する統計学的検定でＰ値は
0.09 であった。なお、この研究で治療を受けた群は症状があり、受けなかった群は症状が
軽度であった可能性がある[Davies 2010]。結論として、小児甲状腺がんであっても適切な
治療を受けないと（治療を受けた場合に比べ）予後が悪くなる可能性を否定できない。 
 
２．甲状腺がんスクリーニング検査と過剰診断 
(1) がん検診（「国立がん研究センターがん情報サービス：がん検診について」を参照） 

がん検診による最大の利益は、スクリーニング検査（迅速に実施可能な手技を用いて無
自覚の疾病を暫定的に識別する検査）によるがんの早期発見によりがん死亡が減少するこ
とである。しかしながら、がん検診には偽陽性、過剰診断、偶発事故などの不利益が必ず
伴う。そのため、利益と不利益のバランスを考慮し利益を最大化する必要がある。 

米国予防医療専門委員会 US Preventive Services Task Force（USPSTF）は健康で無症状
の成人集団においては不利益が利益を上回るため甲状腺がんスクリーニングを推奨しない

                                                      
13 治療をする際の目安とするために、そのがんがどれくらい進んだものか（病期）でがんを分類する方
法。「TNM 分類」の「T」というのは原発のがんの広がり（深達度など）を、「N」はがん細胞のリン
パ節への転移の有無と広がり、「M」は原発から離れた臓器への遠隔転移を意味する（国立がん研究セン
ター「がん情報サービス」の用語集より） 
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としており、小児にも同様の方針が適用できるかもしれないが、福島県民甲状腺検査での
甲状腺がん有病率に過剰診断がどの程度関与しているか否かに関する結論はでていない。 
 
(2) 甲状腺がんの過剰診断 
 甲状腺がんにおいても他のがん同様、がん検診のよる過剰診断が起こる。韓国における
成人の甲状腺がんの年齢調整罹患率は 1993 年から 2011 年の間に 15 倍に増加したが、こ
れは検診による診断数の増加（主要な増加分は乳頭がん）によるものと考えられた[Ahn et 
al 2014]。韓国における甲状腺癌手術の急激な増加は、死亡率の減少を伴っていないこと
から、過剰診断の明確な例とされている。このような例は韓国だけでなく他国でもみられ
ており、成人における甲状腺がん検診の普及を止めるべきであると結論付けられている
[Ahn et al 2014]。 

日本では甲状腺疾患診断ガイドライン（甲状腺疾患診断ガイドライン 2021）や、「成人
の甲状腺低リスク微小乳頭癌 cT1aN0M0 に対する積極的経過観察の適応と方法：日本内分
泌外科学会 甲状腺微小癌取扱い委員会による提言」2020 はあるものの、甲状腺がん検診
のガイドラインは作成されていない。米国においては USPSTF[USPSTF 2017]が甲状腺が
ん検診についてのガイドラインを作成しており、2017 年に内容を更新している。それによ
ると、成人に対する甲状腺スクリーニング検査の推奨レベルは「不利益が利益を上回るた
め実施しないことを勧める」というものである。その判断理由は、甲状腺スクリーニング
検査による利益はあっても小さく、不利益の存在は明らかであるためであった。その不利
益とは、治療後の有害事象に関する明確な証拠があり、集団ベースの検診において過剰診
断・過剰治療の間接的な証拠があるかもしれない、ということであった[祖父江 2018]。甲
状腺がんの過剰診断に関しては、韓国における研究[Ahn et al 2014]があるものの、観察研
究であるという限界のため USPSTF のガイドラインには採用されていない。Vaccarella ら
[Vaccarella et al 2016]は、韓国のデータで過剰診断の割合は 70～90%に達すると推測して
いる。しかし、甲状腺がんの過剰診断の研究は少なく、他のがんも含めて過剰診断の定量
的評価のための適切な方法論が定まっていない[祖父江 2018]。また、甲状腺がんの過剰診
断について、成人についてのデータは存在するものの、小児に関するデータはさらに少な
い。 
 
(3) IARC（International Agency for Research on Cancer; 国際がん研究機関）専門家グルー
プによる原子力事故後の甲状腺の放射線被ばくによる健康リスク対応に関する提言 

IARC 専門家グループは科学的根拠をレビューした上で、原子力事故後の甲状腺モニタ
リングに関する提言（以下「IARC 提言」という）を公表した[IARC 2018]。この中で、
以下の二つの提言を行った。以下、上記二つの提言に関する IARC 提言の説明を示す（公
式の訳をより原文に近いように改変）。 
提言 1：原子力事故後に甲状腺集団スクリーニングを実施することは推奨しない。 
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「甲状腺集団スクリーニング」の定義は、ある特定地域の全住民に対し、個人線量の評
価の有無に関わらず、甲状腺検査とそれに引き続く臨床管理（確立されたプロトコルに沿
った内容）を働きかけることである。専門家グループはこれを推奨しない理由として、集
団レベルでは、harms が benefits を上回る為としている。 
提言 2. 原子力事故後、よりリスクの高い個人に対して長期の甲状腺健康モニタリングプロ
グラムの提供を検討するよう提言する。 

「甲状腺健康モニタリングプログラム」がヘルスリテラシーを向上させるための教育、
参加者の登録、一元的な甲状腺検査データ収集、臨床管理を含むとした。このプログラム
は、高リスクの個人、すなわち、胎児期または小児期または思春期に 100-500 mGy 以上
の甲状腺線量を被ばくした者への働きかけであり、対象疾患を早期発見して進行度の低い
うちに治療する利益を得ることを目的としている。対象者は、甲状腺検査とその追跡から
なるプログラムを受けるか否か、また、その方法を選ぶことができる。 

「集団スクリーニング」の対象は集団であるが、「甲状腺健康モニタリングプログラ
ム」の出発点は個人であり、受診（受診するか、受診する場合には、その内容）に関する
意思決定プロセスは、本人と家族・臨床医で共有されるべきである。「人々中心のヘルス
サービス」の原則の下に、無症状の人の触診または超音波検査による甲状腺検査の潜在的
な利益と不利益について、適切に策定された補助教材を使いながら、本人の価値観・優先
度評価・事情に合わせた十分な情報に基づく意思決定を最良の形で行うことが求められ
る。 

最後に、専門家グループは、この報告書が過去の原子力事故後に実施された甲状腺健康
モニタリング活動の評価ではないこと、また現在進行中の甲状腺健康モニタリング活動、
特に福島県「県民健康調査」に関する提言は一切含まれていないことを強調しておきた
い。 
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Ⅳ．福島原発事故 
１．原発事故時の緊急事態対応放射線被ばく線量測定・モニタリング 

東日本大震災では、想定外の地震・津波・原発事故からなる大規模かつ広域的な複合災
害が発生した。国及び地方自治体は、地震や停電などにより通信手段などが途絶する中、
モニタリング機器などの損傷だけでなく、モニタリングデータの集約，評価・公表、評価
に基づく対応という一連の作業を担う国の原子力災害現地対策本部（以下「現地対策本部」
という、オフサイトセンター）の機能不全など、様々な場面で混乱し、問題への対応に遅
れや不備などを生じた。他の機能を含めた問題点は、政府事故調中間報告書・最終報告書
を参照されたい。 

福島原発周辺の初期モニタリングシステムの実態は、福島県内に 24 台のモニタリングポ
ストが設置されたが、3 月 11 日の地震とその後の津波により、23 台が使用できなくなっ
た。原発事故初期の大気中核種濃度と地表（水圏を含む）の放射能濃度を測定する拠点が
皆無となり、核種割合など重要な情報を殆ど把握できず、事故分析、対応を難しくした。
これを補うべく、3 月 11 日からモニタリングカーにより空間線量率の測定、大気浮遊塵、
環境資料及び土壌の採取などのモニタリングが開始された。しかし、地震による道路状況
の様々な悪条件に加え、タイヤのパンク、地割れ箇所への車両の嵌入、燃料不足等により、
モニタリング活動は思うように進まなかった。 

政府の「原子力災害対策マニュアル」（以下「原災マニュアル」という）によると、原
子力緊急事態宣言発出後、現地対策本部放射線班は、モニタリングデータの収集及び整理
を行うとともに、これらのデータに基づき、避難や飲食物摂取制限等に関する区域の設定
等を行うこととされている。しかし、原災マニュアルが有効に実行されていないことが住
民への初期被ばく対応の不備につながった。そのためもあり、現在も福島県の県民健康調
査による甲状腺がんの発見に関する議論が専門家の間でも続いている。 

モニタリングに関連する重要な資料として、IAEA14: International Atomic Energy Agency
の出版物「原子力あるいは放射線緊急事態におけるモニタリングの一般的手順, IAEA-
TECDOC-1092」（独立行政法人放射線医学総合研究所翻訳版 2005 年）がある。放射線
緊急事態時の対応において最も重要なのは、防護措置の必要性を迅速かつ適正に評価する
能力であると記されている。これには、東日本大震災対応で求められる放射線緊急時対応
が詳述されている。特に今回の福島原発事故で問題となった放射線モニタリング、環境の
サンプリングにも触れており、緊急時のモニタリングが如何に重要であるかが納得でき、
多くの関係者が熟読して実行すべきである。なお、この文書には「このマニュアルは詳細
なデータ判断或いは線量評価をするために企画されてはいない」と述べられている。福島
原発事故時の初期被ばく緊急時において、図 1 に提示される環境モニタリング及びサンプ
リング対応を決定する順位に沿った方式は、極めて有効であったろうと思われる。 

                                                      
14 International Atomic Energy Agency(国際原子力機関) 
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図１．緊急時モニタリングとサンプリングの為の決定順序 
 

「原子力あるいは放射線緊急事態におけるモニタリングの一般的手順, IAEA-TECDOC-1092」(翻訳版) 
 

２．初期被ばく 
短期的には、公衆の放射線被ばくの最大の要因は、(1)プルームに含まれ地表に沈着した

放射性核種からの外部被ばく、(2)ヨウ素 131 の取り込みによる甲状腺の内部被ばく、お
よび主としてセシウム 134 とセシウム 137 の取り組みによる他の臓器と組織の内部被ばく
であった。長期的には、公衆の被ばくの最も重要な要因は、沈着したセシウム 137 からの
外部放射線である[IAEA 事務局長報告書 P10  2015]。 
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(1) 初期の原発事故の時系列変化 
3 月 12 日 15 時 36 分：第一原発 1 号機水素爆発、12 日から 15 日までベント実施 

   14 日 11 時 01 分：3 号機原子炉建屋水素爆発 
   15 日 06 時 00 分：2 号機圧力抑制室付近で大きな衝撃音、4 号機建屋の損壊  
         22 日        ：第一原発から南に 25 キロで放射性ヨウ素の大気中濃度 

5,700Bq/㎡。この空気を 1 日吸い続けた際には、甲状腺吸収線量 
（等価線量） 
68 mSv(独法 放射線医学総合研究所のデータ) 
 

(2) 初期被ばくの注目すべき時期 
福島県などで 3 月 12 日、15 日、16 日、20 日から 21 日の 4 回の放射性プルーム（放射

性雲）通過があり、137Cs の大気放出総量の約 20％が日本の陸域上空に拡散され、そのか
なりの割合が日本の陸域上に沈着した[UNSCEAR2020/2021, 37]。なお、放射性プルーム
と避難の時期により被ばくする機会が多数見られたが、詳しくは 4.避難の項目(4)で触れる。 

(1)に示した第一原発 1 号機水素爆発が起こった 3 月 12 日 15 時 36 分前後での滞在する
場所によって、137Cs の検出率が顕著に異なる事が見られた。浪江町の中心から津島方面へ
の避難者では、12 日に津島地区に滞在した場合の 137Cs 吸入摂取量に寄与が大きく、この
グループでは 25 日までの総摂取量の約 7 割は 12 日のみで占められた[栗原治、環境省、放
射線の健康影響に係る研究調査事業報告書、令和 2 年]。 

空間線量モニタリングにおいても、3 月 15 日の福島第一原発正門付近で 1 万 μSv/h と
極めて高く、浪江町で 330μSv/h、南相馬市で 20μSv/h、いわき市で 23.7μSv/h と高い
放射線量が測定されたが、福島市では 3 月末には 3μSv/h 程度まで激減した。モニタリン
グポストに記録が残っている可能性が事故直後から指摘されていたが、記録の存在が事故
3 年後になって漸く報道により明らかされた。それによると、双葉町上羽鳥では 3 月 12 日
1 号機の爆発 1 時間前に 4,613μSv/h に達し、これは、この日の最大の値であった。NHK
は、「データの推移から、最大値を記録した前後およそ 20 分で、積算の被ばく線量が一般
人の年間の被ばく限度の１ミリシーベルトに達するとみられる」としている[NHK NEWS 
WEB 2014]。 
 

(3) 住民の被ばく調査による甲状腺内部被ばくの実測値 
実測値が得られたのは、以下の四つに代表される。  

➀ 原子力災害現地対策本部は、甲状腺内部被ばく測定器による住民の甲状腺モニター検
査を 3 月 24 日から 30 日にかけて、飯館村、川俣町、いわき市の避難者でない児童を対
象に実施し、1,080 人が検査を受けた。避難区域内（20 キロ）は 15 人のみであり、その
他の子供は福島第一原発から 30 キロ以上離れた地域である。NaI サーベイメータ測定に
よる甲状腺吸収線量は、小児の 95.7%で約 10mSv を下回っていた（最大値は 43mSv）。 
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  この調査は極めて限定的な調査であるが、貴重なデータとして用いられている。しか
し、調査対象者は 1,080 例と極めて少なく調査の不備も指摘され、実測値として取り扱
う際には留意が必要であるとされる。此の政府主導による事故早期の甲状腺モニター検
査は、事故の放射線被害の実態解明には不可欠なものであると思われるが、何故か短期
間で少数の検査数で終了となった。 

② 4 月 12 日から 16 日に弘前大学の床次眞司教授により、南相馬市と浪江町からの避難
住民 63 名へのシンチレーションスペクトロメータ調査(甲状腺被ばく調査)を行った。甲
状腺吸収線量は小児において最大値 23 mSv、中央値 4.2 mSv、成人では最大値 33mSv、
中央値 3.5mSv であった[Tokonami et al 2012]。本調査は、ヨウ素 131 の半減期が 8 日
と短く、プルームの通過から時間が経過した時点であっても甲状腺被ばく測定が可能で
あったことは、特筆すべき出来事である。しかし、調査の継続ができなかった事は極め
て残念である。 

③ 長崎大学グループにより、事故後一か月以内に福島県に滞在した 173 名へのホールボ
ディカウンター（WBC）による全身の線量測定を行った。推定最大の甲状腺吸収量は
20mGy (20mSv)であり、対応する実効線量15は約 1mSv であった[Matsuda et al 2013]。 

④ 鎌田広島大学名誉教授により、飯館村、川俣町の 15 名の住人に対する尿検査（甲状腺
被ばく調査）を行った[Kamada 2012]。 

 
 福島原発では、ヨウ素 131 の放出と子供の甲状腺へ取り込みが懸念される。これまでの
多くの報告では福島原発事故の後、飲料水、葉物野菜、生乳を含む食品に制限が課せられ
たこともあり、ヨウ素 131 の取り込みが限定されたため、子供の甲状腺吸収線量は低かっ
たとしている[IAEA 2015，P11]。実際は異なり、事故発生初期のプルーム発生後 8 日間に
高い放射線量が確認されたが、この時期に飲料水、葉物野菜、生乳を含む食品の制限は、
行われなかった。更には、上で挙げた甲状腺内部被ばくの実測値の調査時期もプルーム発
生後、➀は 10 日後、②は約一月後であった。このように、事故の直後に子どもが受けた甲
状腺吸収線量に関する不確かさは残ったとの IAEA 事務局長報告書[IAEA 2015，P12]を裏
付けた。 
 
3．原発事故による放射線被ばく 

福島原発事故に関する UNSCEAR 報告書は、線量の平均値を示し、それを基に放射線影
響について検討したが、本委員会は、高線量群に焦点を当てた被ばく影響の検討も必要と
考える。最初の報告書である 2013 年報告書の改訂版となる 2020/2021 年報告書では、よ
り正確な被ばく線量推定値の盛り込みが意図された。しかし、平均を用いたために高線量
群での健康影響の検討が不十分である。UNSCEAR2020/2021 年報告書[附属書 B 図 A-
XVI]では事故時の県民 200 万人の中で、35,000 人前後が甲状腺吸収線量 20mGy 超えの線

                                                      
15 付属文書参照 
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量を受けたと推定されることを重く受け止めるべきと考える。  
  

 ➀ 外部被ばくへの影響 
原発事故発生直後の放射性プルーム中、最大量が放出されたのがキセノン 133（Xe-133）

であった。その放出量は、チョルノービリの 1.1–2.35 倍にもなる[今中 2016, Stohl et al 
2012、環境省 平成 29 年]。日本学術会議東日本大震災復興支援委員会放射能対策分科会の
提言は、放射能（Bq）でみた Xe-133 の放出量推計が千葉市では３月 14～22 日の９日間平
均の大気中濃度が 1,300Bq/m3 であった述べており、３月 15 日のピーク時はこれより２ケ
タ程度高い濃度まで上昇した可能性がある。地域間の空間線量率の比でみると、計画的避
難区域では千葉市の値より３ケタ程度高かったが、核種別の測定データが得られておらず、
これらの地域についての評価は困難であると記されている[日本学術会議東日本大震災復興
支援委員会放射能対策分科会 平成 24 年]。 

定点観測のために設置されていたモニタリングポスト及びモニタリングカーにより測定
された外部被ばく線量は、原発事故により生じる短半減期核種や多くの放射性物質から放
出されたエネルギーを分離し、その影響を加味した線量として表示された[UNSCEAR 
2020/2021]。しかし、それは限られた時間と範囲でしかなく、定点であっても連続した被
ばく線量を記録したに過ぎない。まして、それによって県内の全市町村毎の代表値を求め
ることには大きな誤差を伴っていると思われる。 

通常、可搬型の放射線計測器はセシウム 137（Cs-137）で校正される。異なる種類の放
射性核種から放出される放射線は異なるエネルギー分布をもつ。放射線計測器はその種類
によりエネルギー感受性が異なり、したがって、計測感度が異なりうる。校正に用いられ
た放射性核種に対しては正確な値を示すが、それ以外の核種からの放射線に関する感度が
低い可能性がある。したがって、原発事故初期のように一度に異なる種類の放射性核種が
大量に大気中に放出された場合、可搬型の放射線計測器では事故初期における被ばく量を
過少評価する可能性が高い。また、可搬型の放射線計測器は、測定された値を基に人体影
響を考慮した実効線量（Sv）を推定し、それを基準に実用量と呼ばれる被ばく量を表示す
る。しかし、放射線の人体影響はそのエネルギー分布で異なりうるから、異なる放射線核
種からの放射線による実効線量を正確に推定できていない可能性がある。 
 
② 甲状腺吸収線量と甲状腺検査のデータの取り扱い 
 これに関する問題は、6. (1)に詳しく記す。 
 
4．避難（福島原発事故時の医療対応も含む） 

福島原発事故時の避難は放射線防御、健康被害の最小化の点から見て、多くの問題を残
した。福島原発事故の検証委員会に中に避難委員会があるが、本分科会では、避難は健康
リスク低減に重要と考え、ここに本分科会の見方を記す。 
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(1) 避難 
国際原子力機関（IAEA: International Atomic Energy Agency）事務局長の福島第一原子

力発電所事故報告書 [IAEA 2015]に「緊急時段階では、人の防護に主眼を置かなければな
らない」とし、その対応策の一つは避難とした。「避難」は、緊急時の短期的な放射線被
ばくを避けるまたは減らすために、一定区域から迅速かつ一時的な人々の転居・移動の事
である [福島原発事故独立検証委員会 2012]。原発事故の防護として、避難施設への収容、
食べ物と水の摂取の制限、移転、安定ヨウ素剤服用、防護関連の情報提供などが含まれる。
なお、避難基準は、国際原子力機関は 7 日間 100mSv の被ばく[政府事故調査委員会 p270 
2012]、日本は年間 20mSv が避難基準[政府事故調査委員会 p272 2012]である。 

 

(2) 健康リスク軽減のための避難 
原子力事故に際し、事故前から国・地方公共団体が避難地域となりうる住民の信頼を得

るべく、避難ルート、避難施設の確保と避難訓練ともに、自宅での退避による被ばくの低
減への支援も必要である。要配慮者（高齢者、障害のある方、妊産婦、乳幼児・児童、外
国人など）への対応が特に重要である。また、放射線被ばくの遺伝的影響は疫学的には確
認されていないが、閉経前の女性の避難にも配慮するべきである。 

 

(3) 福島原発事故時の避難状況 [福島原発事故独立検証委員会 2012; 政府事故調査委員会 
2012] 

福島原発事故時の主な避難経過を以下に示す： 
3 月 11～12 日；避難指示から 24 時間以内に 4 度異なる避難指示（10、20km）[福島原
発事故独立検証委員会 2012; 政府事故調査委員会 2012] 
3 月 15 日   ；20∼30km 圏内の屋内退避 
3 月 25 日   ；20∼30km 自主避難要請 
4 月 21∼22 日  ；避難指示の見直し 
4 月 22 日   ；年間積算線量が 20mSv を超える地域を特定避難勧奨地点 
 

(4) 避難とプルーム 
原発対策本部は住民避難が完了したとの認識の基に 3 月 12 日朝にベントの操作開始を指

示したが、実際には 10km 圏内の全住民の避難は完了していなかった。 
3 月 15 日から 16 日、20 日から 21 日のプルーム通過が避難による初期吸入被ばくと強

く関係していた。3 月 15 日の指示は屋内退避であったが、南相馬市、浪江町では 15 時以
降に避難を開始した人々は、放射性物質を含むプルームの飛散方向と避難経路が重なった
可能性がある[政府事故調査委員会 最終報告書 p223 2012]。3 月 15 日の屋内退避指示以降、
いわき市、南相馬市等において自主避難する住民が増加し、生活に必要な店舗が撤退や閉
店状態になり、住民の生活が困難な状況を呈し[福島原発事故独立検証委員会 p270 2012]、
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25 日に自主避難の呼びかけに至った。プルーム発生時期の避難でも、安定ヨウ素剤投与の
詳細なマニュアルが無かったことにより、一律の投与は行われなかった。  

 

(5) SPEEDI（緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム）と避難 
原子力発電所から放射性物質は同心円状に広がらず、風の向き、強弱、渦、地形などに

よって極めて不規則な広がり方となり、避難する範囲は放射性物質の放出状況で変化する。
福島原発事故では当初大気への放出のほとんどは東の方向に飛ばされ、北太平洋に沈着し
拡散した。その後に風向きの変化により、大気への放出の比較的小さな部分が陸上、多く
は原発から北西方向に沈着した[福島原発事故独立検証委員会 2012; 政府事故調査委員会 
2012]。なお、事故による放射性物質の放出量は、チョルノービリ原発事故による放出量
の約 10 分の 1 と推定される[IAEA p97 2015]。 

SPEEDI は、原発事故発生時に緊急時対策支援システム（ERSS：Emergency Response 
Support System）から伝送される放出源情報と気象条件・地形データを用い、周辺環境に
おける放射線量率等の予測ができるシステムである。福島原発事故の地震発生直後に
SPEEDI 運用に不可欠な ERSS が故障し機能不全となり、大気中の放射性物質の濃度や空
間線量率の変化を定量的に予測する機能を活用できなかった[福島原発事故独立検証委員会 
2012; 政府事故調査委員会 2012]。しかし、SPEEDI による予想計算が 11 日より動き出し、
15 日 13 時以降に原発から北西部の広い範囲の方向に放射性物質の飛散を捉えていた。こ
の情報は 13 日には福島県に届いていたが有効活用されず、放射性プルームの流れと避難の
方向が一致により被ばく避難者の増加となった。政府事故調最終報告書[政府事故調査委員
会  p377 2012]には、「SPEEDI 情報に基づく避難経路や避難のタイミングに関するアドバ
イスをきめ細かに広報しておけば、今回のような事態に陥るのを避ける事は可能であった」
と総括しており、今後の重要な指針になると思われる。更には、SPEEDI から得られた放
射性物質の拡散情報結果について、これを受け取った政府の各機関は具体的な避難措置の
検討に活用せず、それを発表する発想も無かった。 

将来の SPEEDI の運用を巡っては混乱が見られる。原子力規制委員会が事故時の避難範
囲の決定に本システムを使用しないとの決定を 2016 年 3 月に行ったとされている。一方、
この決定の一週間前に原子力関係閣僚会議が全国知事会の提言を受け、地方自治体が避難
計画立案だけでなく緊急時においても本システムを用いる事を妨げないとした[寿楽浩太、
菅原慎悦 2017]。二つの相矛盾する決定が存在している事態となっている。 

2015 年に SPEEDI と類似の DIANA（Dose Information Analysis at Nuclear Accident：
原子力発電所周辺線量予測評価システム）を東京電力が開発し、新潟の柏崎刈羽原発事故
で用いる計画を示した[新潟県原子力発電所の安全管理に関する技術委員会 委員会資料 No. 
1-4. 2015; 同委員会資料 No. 1-2. 2015]。SPEEDI と比較し、地形の影響を受けやすい傾向
があり、放射性物質の分布に相違が見られたとしている。フランスは類似の拡散計算シス
テムを持ち、「大気拡散専門家と原子炉の事故進展の専門家チームの組織」を備えており、
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日本でも測定結果の有効活用に参考になると思われる[寿楽浩太 2017]。勿論、新潟県でも
同様な仕組みを検討すべきと思われる。 

 

(6) 新潟における避難の懸念点 
福島原発事故検証委員会の避難委員会はすでに報告書を知事に提出している[新潟県原子

力災害時の避難方法に関する検証委員会検証報告書 2022]。本分科会では、避難は健康リ
スク軽減に重要と考え、将来の新潟県柏崎刈羽原発事故時の懸念点とその解決法を三点提
示する。 
➀ 放射線除染スクリーニングポイントの選択 

スクリーニングポイントは、UPZ（Urgent Protective Action Zone：避難準備地域）の
発電所から 30km 付近に設置され、プルームの風向きなどで選択されるとしている[新潟県
防災局原子力安全対策課 新潟県原子力災害広域避難計画 2022]。スクリーニングポイント
において除染が実施されるが、二つの問題が残る。一つは除染作業の効率化、もう一つは
スクリーニングポイントへの避難経路の大渋滞発生が懸念され、それらの解決に苦慮して
いる。 

新潟のスクリーニングポイントにおいて、二つの対応が考えられる。一つは、スクリー
ニングポイントでの除染作業を発電所から 30km 付近からもう少し遠くの 50km 圏や米国
の 80km 圏での設定である。これらの設定の利点は、スクリーニングポイント前の交通渋
滞の軽減、除染作業の迅速化、被ばくの低減と同時に放射線量測定のバックグラウンド値
を低くできる事などである。 

もう一つは、避難時の交通渋滞対応として、ドローンによる避難経路上の交通状況の
「可視化」に加え、担当部署だけでなく個人のスマートフォンへの情報の提供による避難
の効率化が考えられる。更にはスマートフォンと関連し、宮城県で試行された個人スマー
トフォンからの避難者登録法は興味深い。これを発展する形として、新潟県では個人情報
保護の面に配慮し、スクリーニングポイントにおける新たな試みとして、住民の同意が得
られれば、マイナンバーからの避難と関連する個人情報や顔認識装置との連結などの導入
も考えられる。 
② 避難と医療施設 

福島原発事故時における 20km 避難対象区域内の病院や介護施設からの患者等の避難は、
適切な輸送経路と避難所の提供が上手くいかず死亡者がでた[福島原発事故独立検証委員会 
2012; 政府事故調査委員会 2012]。また、初期被ばく医療機関は 5 病院があったが、双葉郡
の 3 病院は福島第一原発から半径 10 キロ圏にあり、機能しなかった。新潟県では、原子力
災害時に専門的医療等を行う原子力災害拠点病院として、新潟大学医歯学総合病院と県立
がんセンター新潟病院の 2 病院が指定されているほか、19 の医療機関が原子力災害医療協
力機関に指定されている。このうちの長岡赤十字病院は基幹災害拠点病院にも指定されて
おり、原子力災害時にも重要な役割を果たすことが期待されるが、原発から 30km 圏内の
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UPZ 圏内に位置しているため、事故時に避難対象となれば、関連医療機関との連携・運営
に困難をきたす可能性がある。 
③ 自家用車による避難 

福島原発事故では原子力安全委員会から「自主避難を積極的に推進」が発表されたが[福
島原発事故独立検証委員会 p194 2012]、後に議論が生じた。東日本大震災の津波からの避
難における「てんでんこ16」の考えの延長として、自家用車による自主避難の選択もある。
避難時の乗用車の内循環モード時の換気率が外気導入運転時の十分の一に減少する事から、
屋内退避と同等のプルームからの吸入被ばく低減効果があるとの興味深い結果が示され[鈴
木 p7 2020]、今後の避難方法に参考になる。 

 

(7) 住民避難の問題点と今後の対応[政府事故調査委員会 2012 中間報告書 P484] 
➀ 重大な原発事故が発生した場合に、放射性物質がどのように放出され、風等の影響で

どのように流されていき、地上にはどのように降ってくるのかについて、また、放射線
被ばくによる健康被害について、住民が常日頃から基本的な知識を持っておけるよう、
公的な啓発活動を行うことが必要である。 

② 地方自治体は、原発事故の特異さを考慮した避難体制を準備し、実際に近い形での避
難訓練を定期的に実施し、住民も真剣に訓練に参加する取組が必要である。 

③ 避難に関しては、数千人から数万人規模の住民の移動が必要になる場合もあることを
念頭に置いて、交通手段の確保、交通整理、遠隔地における避難場所の確保、避難先で
の水食糧の確保等について具体的な計画を立案するなど、平常時から準備しておく必要
がある。特に、医療機関、老人ホーム、福祉施設、自宅等における重症患者、重度障害
者等、社会的弱者の避難については、より具体的な対策を講ずる必要がある。 

 
5. 放射能除染スクリーニング 

放射能除染スクリーニングの目的は、一定程度の汚染状況にある人や物の除染などを行
う判断の「ふるい分ける」ための検査であり、その基準値はスクリーニングレベルと呼ば
れる。避難者を対象とした体表面のスクリーニングは、測定後の除染による初期被ばくの
防護が主である。 

IAEA(国際原子力機関)の「原子力あるいは放射線緊急事態におけるモニタリングの一般
手順」(ｐ82）に、4Bq/cm2 以上の表面汚染レベルを除染実行すべきレベルであり、大口
径 GM 管サーベイメータで概ね 1,000cpm（1 分間当たりのカウント数、回/分）に相当す
る。一方日本では、避難時の放射能除染スクリーニング基準を 13,000cpm（体表沈着、表

                                                      
16 この言葉は東北地方で用いられ、最後の「こ」は縮小辞です。「てんでん」は、「めいめい」「各自」
の意味で通常でも用いられます。津波と関係し、「津波はあっというまにやってくるので、他人の事は気
にせず、それぞれで早く逃げろ」との考えです。東日本大震災後は、防災のキーワードとして広く知られ
るようになりました。 



24 
 

面汚染密度、40Bq/cm2）とし、これ以上ではふき取りを行うとした[政府事故調最終報告
書,p254]。この基準値がすべて内部被ばくのヨウ素によるとすると、1 歳児甲状腺吸収線
量が 100mSv（0.1Sv）に相当する。福島県のマニュアルでは、原発からの避難者が「スク
リーニングの基準値に達した場会」は、NaI サーベイメータで甲状腺被ばく測定を行うと
された。大口径 GM 管サーベイメータは、住民の頭髪、着衣、皮膚、靴、リュックなどの
汚染状況を測定するとされた。 

福島原発事故において、13,000cpm から 100,000cpm への変更が 3 月 12 日から 14 日ま
での短期間に関係機関で十分な審議もなしに行われただけでなく、此の 10,000cpm を超え
た者には安定ヨウ素剤を投与すべきこと事が現地本部に伝わらなかった。此のスクリーニ
ングレベルの引き上げに関する混乱は、関連する部局ごとの重要連絡事項の不備であるが、
政府事故調最終報告書には（p386）、「現地対策本部医療班の責任者として ERC（Emerg
ency Response Center, 経済産業省緊急時対応センター）や県職員などとの協議・調整にお
いて中心的役割を果たすことが期待されていた厚生労働省の要員が、同月 21 日まで現地対
策本部に参集しなかったことは問題であった」、としている。 

最後に設定された 100,000cpm は、本スクリーニングで使用される大口径 GM 管サーベ
イメータの針が振り切れる水準である。日立アロカメディカル製 TGS－146 型では、この
基準値は約 354Bq/cm2 に相当する[政府事故調最終報告書 p256 2012]。5 月 13 日には合計
約 19 万人のスクリーニングを終了し、13,000cpm から 100,000cpm は 901 名、新基準値を
超えたのは 102 名（約 0.09％）であり[政府事故調中間報告書 p306 2012]であった。しか
し、これらの個々の詳細は不明である。  

スクリーニングレベルを上回った際にシャワーを行う事になっているが、100,000cpm
以上での除染処理が行われない例が多数を占めただけでなく、13,000cpm～100,000cpm で
も何らの除染が行われない問題を残した[政府事故調中間報告書 p304 2011]。この状況に
加え、殆どの避難所では水が配給制になり、飲用に取っておくこととされ、避難者は体を
洗って除染する事が出来ない悪条件が重なった[事務局長報告書 p109]。また、シャワーに
用いる温水も無かった。スクリーニングレベルの変更に際し、除染における排水処理は一
般排水として取り扱うものとする知らせが県から配布された。  

福島県の体表面スクリーニングの測定記録表には、氏名、年齢、住所、検査日時、汚染
場所、測定部位や読み取ったカウント数（cpm）を詳細に記録する事になっていたが省略
され、被ばくの実態を把握する機会は失われた。  

厚労省からの事務連絡（平成 23 年 3 月 21 日）では、サーベイメータによるサーベイを
受けたことの証明書等の発行を希望者への対応とし、証明書等の発行は健康相談の趣旨に
そぐわず、サーベイ実施施設に過剰な負担をかけるため望ましくないとした。済証済証発
行の実態とし、避難所への入所、医療機関への受診、アパートへの入居に必要とされた。 
 
6. 甲状腺放射線被ばく 
(1) 甲状腺放射線被ばくの解析：集団の代表値における問題（大きな被ばく線量に被ばくす
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る住民の状況）および甲状腺の大きさ（重量）による吸収線量の見積もり方の問題 
 ここに二つの例を提示する。 
➀ 鈴木らは甲状腺部位での吸収線量の高精度化を図るために、甲状腺の大きさが ICRP17 

の定める標準人に比べ、日本人は小さく被ばく量も減弱するため線量換算係数を 2/3 と
している[鈴木 平成 30] 。しかし、鈴木らの示した甲状腺重量の論文は 1976 年のもので
あり、その文献に示される参考文献は 1919–1952 年と古く、現代日本人の体格と合って
いないことから過小評価となっている [吉沢ら 1976]。 

 
② ハイリスクグループの抽出例を示す。福島市の事故直後１年間における甲状腺吸収線

量の分布（全年齢）、避難者の事故直後 1 年間における甲状腺吸収線量の分布（全年齢）
から、20ｍＧｙ以上の割合を見積もったところ、福島市で約 18,000 人、避難者で約
4,500 人、合計約 22,500 人となった。なお、既に述べたように福島県全体では、約
35,000 人前後が甲状腺吸収線量 20mGy 超えの線量を受けたと推定される。 

 
(2) ヨウ素摂取量 

福島原発事故に関する UNSCEAR2020/2021 年報告書 [段落 148]において、日本人は伝
統的にヨウ素が豊富な食習慣があり、平均的な食事の含有量は世界平均より約 2 桁高いと
した。これにより、日本人の経口摂取または吸入による放射性ヨウ素の甲状腺への取り込
みは、UNSCEAR2013 年報告書［段落 82］で用いられた際のヨウ素の取り込み係数値の約
２分の１とした。この判断と異なる日本のヨウ素摂取量の現状を記す。 
 
①  日本の子どものヨウ素摂取量 

日本では外国で見られる集団としてのヨウ素欠乏症の報告は無いが、古くからヨウ素含
有量の最も多い昆布の関与が考えられる地域差は見られた[布施 2013]。2018 年に国内 6 道
県の小学校 73 校、10,327 名年齢（5 歳から 14 歳）の尿中ヨウ素摂取状況が調査された[布
施 ら  2018] 。 WHO の ヨ ウ 素 欠 乏 症 の 診 断 の た め の ヨ ウ 素 摂 取 量 評 価 基 準 [WHO 
/UNICEF/ICCIDD 2007]によると、6 歳から 12 歳までの小児「学童」の尿中ヨウ素濃度
中央値が 100-299μg/L の間であればヨウ素欠乏症のない集団と定義される。布施らの調
査では、中央値が 266μg/L とヨウ素摂取量は適量とされ、地域的には西日本ではやや低
めの地域が多く、北陸地方、北海道では高い傾向が見られた。しかし、ヨウ素摂取源は生
活様式と食生活の急激な変化により変化しているものと推測された[布施ら 2018]。 
 
②  福島県のヨウ素摂取量 

福島県で報告された尿中ヨウ素濃度の中央値は、浜通り地域で 180.5μg/L、中通り・会
津地方で 212.0μg/L であり、ヨウ素摂取量が甲状腺容量に影響を与える可能のある低いレ

                                                      
17 International Commission on Radiological Protection(国際放射線防護委員会) 
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ベルでないことを示していた[坪倉ら 2016]。  
 一方、福島県民健康調査甲状腺検査（以下、「甲状腺検査」）では、二次検査に移行した
対象者は尿検査が行われている（表 1-4）。甲状腺検査では、尿中ヨウ素を１日量
「μg/day」としているが WHO では、「μg/L」で表されているため直接比較はできない。
そこで Beckford らの論文 [Beckford et al 2020]から１日尿排泄量を求め、甲状腺検査の尿
中ヨウ素を１L あたりに換算した結果、悪性ないし悪性の疑いがある人を対象とした場合、
先行調査（検査 1 回目）277μg/L、本格検査（検査 2 回目）233μg/L、本格検査（検査 3 
回目）282μg/L、本格検査（検査 4 回目）256μg/L となる。また、表中の「その他（悪
性ないし悪性の疑い以外の者と解釈）」を見てみると、先行調査（検査 1 回目）240μg/L、
本格検査（検査 2 回目）226μg/L、本格検査（検査 3 回目）216μg/L、本格検査（検査 4
回 目 ） 238μg/L で あ り 過 剰 な ヨ ウ 素 摂 取 量 で な い こ と が わ か る 。 以 上 よ り 、
UNSCEAR2020/2021 の甲状腺吸収線量係数は過小評価となっている。 
 

表１.甲状腺検査【先行調査（検査 1 回目）】 
                    尿中ヨウ素（平成 27 年 6 月 30 日集計）    

                      （μg/day） 

 
 

表２.甲状腺検査【本格検査（検査 2 回目）】 
                                 尿中ヨウ素（平成 29 年 3 月 31 日現在）    

    （μg/day）                            

 
 

表３.甲状腺検査【本格検査（検査３回目）】 
尿中ヨウ素（令和 2 年 3 月 31 日現在）） 

（μg/day） 
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表４.甲状腺検査【本格検査（検査４回目）】 
尿中ヨウ素（令和 2 年 6 月 30 日現在） 

                              （μg/day）

 
 
③  新潟県のヨウ素摂取量 

新潟県の学童の尿中ヨウ素濃度中央値は 250-299μg/L と標準値を示していた[布施ら 
2018]。長岡市での調査では、生魚の摂取量は国の平均より少ないが海藻類の摂取量は多
い傾向が見られた [古川ら 2007]。 

新潟県では尿中ヨウ素濃度は標準値であるとしたが、ヨウ素摂取源は生活様式と食生活
の急激な変化により変化しているものと推測される[布施ら 2018]。これ等の状況を踏まえ、
新潟県の住民の年齢層別、男女別の尿中ヨウ素濃度測定を定期的に行い、原発事故時の安
定ヨウ素剤投与計画への資料を整える事が必要である。    
 
(3) 内部被ばく(葉物野菜、水を介する) 

飲食物摂取制限措置を講ずる目安は有っても出荷制限措置を講ずる基準もなかった。3
月 12 日から、福島で緊急時モニタリングとして吸気線量率や大気中のダストサンプリング
などを実施していたが、葉菜類、原乳などの食品などのモニタリングは実施していなかっ
た。15 日に福島第一原発から 30km 離れた地点の雑草から飲食物摂取制限指数を大きく超
える放射性物質が検出され、本格的に福島県内の食品などのモニタリングが開始された[政
府事故調中間報告書 ｐ311 2011]。 
 
➀ 葉物野菜 

食品の初期のヨウ素濃度測定は全く不十分であった。農林水産省の集計では、ヨウ素
131 濃度の測定データは 3 月 20 日以降のものであり、21 日に出荷制限[福島原発事故独
立検証委員会 ｐ50]された食品でもプルームが発生した 12 日以降 21 日までの期間にど
れくらい流通したかは不明のままであり、高汚染食材が食品の流通活動により被ばくが
広がった可能性は残る。以上から、計画的避難区域の住民が、避難前に地元で栽培され
た高濃度の放射性物質に汚染された食物を摂取した可能性は、無視できない[環境庁専門
家会議  2014]。 

厚労省が 2011 年 3 月 17 日に公表した食品の暫定規制値は、放射性ヨウ素が 1 キロ当
たり 2,000 ベクレル、セシウムが１キロ当たり 500 だった。検査を受けた野菜 37 検体の
うち 34 検体から、この暫定規制値を超える汚染が計測された。しかし、この数値は減衰
補正を行なっていないため、採取時はさらに高い数値だったことは明らかである。さら
に、これまで公開されていなかった I-132 の値も記載されており、初期の甲状腺吸収線
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量に影響を与える可能性がある。今回発見された資料は、厚労省の示した「緊急時にお
ける食品の放射能測定マニュアル」ではなく、日本分析センターから送付されてきた
「緊急時における環境試料採取法」をもとに試料を採取していたため、一度も公表され
ず、10 年間公開されていなかった[白石  2021]。 

 
② 飲料水 

福島県では「福島県水道整備基本構想 2013 福島県くらしの水ビジョン ～東日本大震
災を経て～」によると、平成 23（2011）年度末現在において県全体の給水人口は
1,776,559 人で、県の総人口 1,970,569 人に対する水道普及率は 90.2%となっている。同
年度末の全国平均普及率 97.6%と比較すると、7.4 ポイント低い水準である。原発より
30km 圏外であった飯舘村の水道普及率は、上記の県報告によれば 2011 年度末現在
60.3％である。避難指示が続く浪江町津島地区では、事故前も事故後も水道普及率は
0％である。このことからも、水道の普及率が大きく異なる都市部と農村地域を分けて
評価する必要があると考える。 

水道水について、放射性物質に関する規制値を定めたものは無く、安全委員会の指標
（放射性ヨウ素は 300Bq/kg、放射性セシウムは 200Bq/kg）があるのみだった。3 月 16
日に福島市内の水道水から放射性ヨウ素が 177Bq/kg 、放射性セシウムが 58Bq/kg 検出
された事を受け、厚生労働省は 18 日に摂取制限を行った。21 日に乳児の飲料水の放射
性ヨウ素 100Bq/kg を超えた場合は摂取制限とした。さらに飯舘村飯舘簡易水道で 3 月
20 日に放射性ヨウ素 965Bq/kg という高濃度の検出があり摂取制限が行われたほか、県
内７箇所の水道水から 100Bq/kg を超える放射性ヨウ素が検出され、乳児に対する摂取
制限が行われた。 
 飲料水中に取り込まれる放射性ヨウ素は、取水制限の取られる以前に体内摂取が起き
ていることが予想される。放射性ヨウ素として検出されたのは、I-131（半減期 8.02 日）、
Te-132[I-132 （半減期 2.3 時間）]及び I-133（半減期 20.8 時間）であり、半減期の短い
I-132、I-133 の影響について分析結果が公開されておらず、見逃しているか測定されて
いない可能性がある。 
 

7.  甲状腺がん 
(1) 甲状腺がんの検査 

福島県の県民健康調査における甲状腺検査は、超音波検査にて甲状腺の長径 5.1mm 以上
の結節（しこり）や 20.1mm 以上の嚢胞（充実部分を伴わないもののみに限定）を認めた
場合に二次検査を行った[鈴木 2013]。二次検査では、甲状腺機能などの血液検査と尿検査
を実施し、必要な場合には穿刺吸引細胞診まで行った。福島県における検査の詳細は文献
を参照されたい[鈴木 2013]。 
 
(2) 福島県県民健康調査の甲状腺検査 
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直近の第 46 回県民健康調査検討委員会（2022 年 12 月 2 日開催）の報告では、これまで
の県の検査によってがんと診断された子どもは 296 人とされたとされたが、そのうちの一
人は術後、良性腫瘍と診断され、手術をして甲状腺がんと確定した人は 237 人となった
（表）。福島県地域がん登録情報（2012-2015 年）および全国がん登録情報（2016-2018
年）（以下「がん登録情報」という）で把握された集計外の患者 43 人をあわせると、事故
当時、福島県内に居住していた 18 歳以下の子どもの甲状腺がんは 338 人となった。なお、
がん登録情報では穿刺細胞診により「悪性の疑い」となった事例は含まれない。また、
2019 年以降のがん登録情報の集計ができていないため、そのがん患者数はさらに増えるこ
とが予想される[平沼 2020]。原発事故から 11 年が経過し、県民健康調査は「甲状腺検査」
以外の調査は事実上終了した。今後も甲状腺モニタリングを継続し、さらに、他の資源か
ら も 必 要 な 情 報 を 収 集 し て 、 全 数 把 握 の 実 現 を 目 指 す こ と が 望 ま れ る 。 な お 、
UNSCEAR2020/2021 報告書には、福島第一原発事故による放射線被ばくのレベルと影響
およびその情報がもたらす影響に関して入手可能な全ての情報（2019 年末まで）を収集し
たと書かれているが、2016 年以降の福島県地域がん登録情報、2019 年以降の全国がん登
録情報は含まれていないようである[UNSCEAR 2020/2021 段落４]。 

福島県県民健康調査の甲状腺検査のデータでは、甲状腺がんの有病率は一般集団より明
らかに高く、福島県内の避難地域と非避難地域で有病率に差はない[鈴木ら 2016]。福島県
県民健康調査検討委員会甲状腺検査評価部会は、「福島県県民健康調査の甲状腺検診での
有病率はわが国の地域がん登録で把握されている甲状腺がんの罹患統計などから推定され
る有病数に比べて数十倍のオーダーで多い。この解釈については、被ばくによる過剰発生
か過剰診断（生命予後を脅かしたり症状をもたらしたりしないようながんの診断）のいず
れかが考えられ、これまでの科学的知見からは、前者の可能性を完全に否定するものでは
ないが、後者の可能性が高いとの意見があった。」[第 19 回「福島県民健康調査」検討委
員会資料 3. 甲状腺検査に関する中間とりまとめ平成 27 年 5 月]との見解を示している。
小児においても過剰診断があるものと推察できるが、十分なエビデンスがあるとはいい難
く、この点を明らかにすることが今後の課題である。 
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(3) 過剰診断について 

がん検診では、ほぼ必ず過剰診断が生じる。特に、甲状腺乳頭がんの場合、甲状腺エコ
ー検査によるスクリーニングをすると、過剰診断と評価されるような、生命予後に影響し
ないがんを発見する割合が特に高い。ただし、それは、甲状腺乳頭癌の進行が非常に遅く、
予後が非常に良いとされる中高年女性の場合であり、小児甲状腺がんにはあてはめられな
い。 

チョルノービリ事故後に発生した小児甲状腺がんは病理形態学的に aggressive tumor と
呼ばれることもあり、リンパ節転移・血管浸潤・周囲への浸潤の頻度が高く[Tronko et al 
1999]、また、充実性増殖パターンの頻度が高いと指摘されている[Shirahige et al 1998]。
これらの特徴から、進行が早い腫瘍である可能性もあるが、小児甲状腺がん、特に放射線
誘発腫瘍の自然史には不明な点も多い。 



31 
 

国連科学委員会は UNSCEAR2020/2021 年報告書第二巻の X 結論（段落 268）の中で、
福島県の住民における健康への悪影響について、①「福島原発事故による放射線被ばくに
直接的に関連すると文書に記述されたものはない。」「本委員会の改訂線量推定値から、
放射線が関連した将来の健康影響が更に識別できそうにない程度である。18」とし、②
「利用可能なエビデンスを比較衡量した上で、被ばくした小児において検出される甲状腺
がんの症例数の予測に対する大幅な増加は放射線被ばくの結果ではないと考えている。」
としている。この部分の英文は以下のとおりである。 

The Committee believes that, on the balance of available evidence, the large increase, 
relative to that expected, in the number of thyroid cancers detected among exposed children 
is not the result of radiation exposure. 

和文で「考えている」と訳されている部分は英文では believes がとなっており、国連科
学委員会がどの程度の確信を持って「被ばくした小児において検出される甲状腺がんの症
例数の予測に対する大幅な増加は放射線被ばくの結果ではないと」「考えている」のかは
英文では明確でない。なぜ、報告書で concludes などの表現が使われず、believes という言
葉が使われているのか、説明されたことは無いようである。 

報告書は、前述の②の文章のあとに次のように述べている。以下に、英文と和文を示す。 
“Rather, they are the result of ultrasensitive screening procedures that have revealed the 
prevalence of thyroid abnormalities in the population not previously recognized. An increase 
in the incidence of cancers is unlikely to be discernible in workers for leukaemia, total solid 
cancers or thyroid cancer. “ 

「むしろ、それらは、超高感度の検診手技が、人口集団において以前は認識されていな
かった甲状腺異常の有病症例を明らかにした結果である。がんの発生率の増加は、作業者
において、白血病、全ての固形がん、甲状腺がんについては識別できそうにない。」 

放射線被ばくによる甲状腺がんリスクの増加に閾値があることは証明されていない。閾
値とは、それより低ければ生物的反応に放射線の影響がない線量値のことである19。福島
の住民が放射線被ばくを受けたことは否定できないから、閾値がないのであれば、仮にそ
の線量が小さくとも、被ばく線量に応じて過剰な甲状腺がんが発生すると考えられる。国
連科学委員会報告書で述べられているように超高感度の検診手技が過剰診断をもたらした
可能性は否定できないが、過剰診断の割合がどの程度かに関しては定量的な検証が必要で
ある。なお、小児で診断された個別の甲状腺がんに関して、それが放射線による可能性を
否定して、過剰診断、或いは、他の原因によるものであるとするだけの証拠は存在してい
ない。また、以下に述べるように、集団の平均線量が低くとも、線量推定の精度が低く、

                                                      
18 No adverse health effects among Fukushima residents have been documented that are directly 
attributable to radiation exposure from the FDNPS accident. The Committee’s revised estimates of dose are 
such that future radiation-associated health effects are unlikely to be discernible.  
19 放射線影響所の HP にある用語集を参照した。 
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甲状腺がんを診断された小児が比較的高い線量に被ばくした可能性を否定できないことに
も留意すべきである。 

鈴木らは令和２年度環境省報告書「大気拡散シミュレーションによる時間空間放射能デ
ータベースを用いた避難行動パターン毎の初期線量評価」の中で、大気拡散シミュレーシ
ョンの一種である世界版緊急時環境線量情報予測システム（WSPEED） と最新の放出源
情報（ソースターム）を用いて計算された放射性核種濃度の時間空間放射能密度分布のデ
ー タ ベ ー ス （ WSPEEDI_2019DB ） を 用 い て 線 量 再 構 築 を 行 っ て き た 。
WSPEEDI_2019DB は、一時間毎の 1km メッシュないし 3km メッシュの代表地点の緯度
経度毎の放射性核種（総 131I、蒸気状 131I、粒子状 131I, 有機化 131I、134Cs、137Cs、132Te）の
地上 1m の放射能濃度および地上沈着量を格納している。算出された地上 1m の放射能濃
度および地上沈着量はあくまでも平均化された値であり、そのバラツキの範囲が示されて
おらず、地形や住居の密集度合い、放射能雲（プルーム）の高さなど考えられるあらゆる
ものが大雑把な推定値である。そのため、求められた甲状腺の被ばく量（甲状腺吸収線量）
は代表的な個人の値でしかなく、集団の代表値（例えば、平均値、中央値など）だけを考
えるのでは不十分で、線量分布に幅がある中で、比較的大きな線量に被ばくする住民が存
在しうることが問題である。 
 
(4) 甲状腺がんの自然史 

甲状腺がんは過剰診断のリスクがある悪性腫瘍の一つであるとも指摘され[Bibbins-
Domingo et al]、この扱いは混沌としており、甲状腺がんの自然史が不明な事が原因であ
るとされる。最近の高野氏の甲状腺がんの自然史は興味深い[高野 2021]：「若年型甲状腺
がんは幼少時に発生し、10 代で急速に増大して一部は若年期の臨床がんとなるが、残りの
ほとんどは中年以降微小がんとなり一生無症状で経過する。これとは別に、中年以降に突
然発生する高齢型甲状腺がんがあり、際限なく増殖するために治療しないとガン死に繋が
る。若年型から高齢型への移行例の報告は殆ど無いとしている」。この情報は、福島原発
事故による放射線被ばくによる小児甲状腺がんの自然史を考えるうえで重要な示唆を与え
ていると思われる。 
 
(5) 甲状腺がん発生予防（安定ヨウ素剤投与） 

原発事故などで放射性ヨウ素(131I)が放出された場合、131I は甲状腺濾胞細胞内に取り込
まれ、将来の甲状腺（乳頭）がんの発生原因となる。そのような事故の際、安定ヨウ素剤
を服用することで、競合的に 131I の甲状腺での取り込みが抑制され、内部被ばくの低減に
つながる。 

甲状腺の内部被ばくは、安定ヨウ素剤を放射性ヨウ素に曝露される 24 時間前から曝露後
2 時間までの間に投与する必要がある。したがって、原子力事故の際に地域住民に安定ヨ
ウ素剤を服用させようとするなら、事前配布が必要である。副作用に関しても留意が必要
である。原子力規制庁は安定ヨウ素剤の副作用への対応に関して次のように記述している
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[原子力規制庁平成 28 年]。「服用不適切者や慎重投与対象者には特別な注意が必要である。
服用不適切者としては、ポピドンヨード液及びルゴール液使用後並びにヨウ化カリウム服
用後に、じんましん、呼吸困難、血圧低下等のアレルギー反応を経験した者が該当し、慎
重投与対象者としては、ヨード造影剤過敏症や甲状腺機能亢進症、甲状腺機能低下症など
の疾患を持つ者が該当する。」「脚注：ポピドンヨード液は主にうがい薬に含まれる。」
なお、原子力規制庁は事前配布に当たって原則として医師による説明会を開催する必要が
あるとしている。原発事故に備えて安定ヨウ素剤の服用に関する様々なガイドラインが公
表されており、WHO のガイドラインは 2017 年に改正された[WHO 2017]。WHO ガイド
ライン 2017 年版を踏まえて、国の原子力規制委員会「安定ヨウ素剤の服用等に関する検討
チーム」は安定ヨウ素剤服用に関する検討結果を 7 つの提言としてまとめた[原子力規制庁 
2019](表 1)。このような状況の中、国の原子力規制庁も①原子力規制庁による原子力災害
対策指針の一部改正[原子力規制委員会 2019]と、②安定ヨウ素剤の運用に関わる詳細を定
めた「安定ヨウ素剤の配布・服用に当たって」の全部改正[原子力規制庁 2019]が行われる
ことになった。さらに学会も新たな知見に基づいて管理指針の改訂が行われた[日本小児内
分泌学会 2019]。 
 
表 1 WHO ガイドライン 2017 年版及びそれを踏まえた課題についての提言[原子力規制
庁 2019] 

提言 1 適切な服用のタイミング、他の防護措置との組合せ 
適切な服用のタイミングについては、安定ヨウ素剤の服用効果が最大になるよう、服用

に係る決定・指示を適切に行うことが重要である。 
特に、服用のタイミングの重要性について、平時から住民へ分かりやすく周知する必要

がある。 
また、安定ヨウ素剤の効能・効果は「放射性ヨウ素による甲状腺の内部被ばくの予防・

低減」のみであり、放射性物質に対する万能の治療薬ではなく、避難、一時移転、屋内退
避、飲食物の摂取制限等の他の防護措置と組み合わせて活用することが重要であることを
周知する必要がある。 
提言 2 服用を優先すべき対象者 

年齢が低いほど放射性ヨウ素による甲状腺の内部被ばくの影響として甲状腺がん発症の
リスクが高くなることから、妊婦・授乳婦・新生児・乳幼児・小児は、安定ヨウ素剤を服
用することによる副作用のリスクよりも、服用しないことによる甲状腺の内部被ばくのリ
スクの観点から、安定ヨウ素剤の服用を最優先すべき対象者である。 
提言 3 40 歳以上の方への効果 

事前配布の対象区域において、対象者は、原則として 40 歳未満の方と、40 歳以上であ
っても妊婦、授乳婦及び事前配布の時点で挙児希望のある女性を優先とすることが適当で
ある。 

ただし、安定ヨウ素剤の供給が十分であることを前提として、40 歳以上であっても希望
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者には事前配布をすることとし、緊急配布では年齢にかかわらず配布対象としても良い。 
提言 4 副作用 

副作用として、急性期のアレルギー反応が生じる可能性は、安定ヨウ素剤の成分に照ら
すと極めて低く、また中長期に起こり得る甲状腺ホルモンの分泌異常による健康影響は、
単回服用で生じる可能性は極めて低い。 

服用を優先すべき対象者(妊婦・授乳婦・新生児・乳幼児・小児)が、服用指示が出され
た際に服用を躊躇することがないよう、副作用のリスクよりも、服用しないことによる甲
状腺の内部被ばくのリスクの方が大きいことについて、平時からの周知が必要である。 
提言 5 複数回の服用を避けるべき対象者 

服用回数は原則１回とし、複数回の服用をしなくてよいように住民の避難等の防護措置
を講ずることを前提としているが、放射性ヨウ素による甲状腺の内部被ばくの影響を受け
やすい妊婦・授乳婦・新生児も含めて、状況によっては複数回の服用が必要となる可能性
もある。 

このような状況において、特に妊婦・授乳婦・新生児が、服用指示が出された際に服用
を躊躇することがないよう、副作用のリスクよりも、服用しないことによる甲状腺の内部
被ばくのリスクの方が大きいことついて、平時からの周知が必要である。 
提言 6 服用後の経過観察 

アナフィラキシーショックを含む急性期のアレルギー反応が生じる可能性は、安定ヨウ
素剤の成分に照らすと極めて低いが、これに対応できるよう体制を整えておく必要がある。 

また、服用後数日以降の経過観察について、特に新生児については甲状腺機能低下症の
確認について、新生児を対象とした血液検査によるスクリーニングの機会等を弾力的に活
用してはどうか。 
安定ヨウ素剤の配布方法等に係る課題について 
提言 7 事前配布の対象区域における事前配布方法 

地方公共団体が定期的に開催する「医師による住民への説明会」での事前配布を前提と
した上で、地域の医師会及び薬剤師会の協力による事前配布方法について、地域の実情に
応じてオプションとして導入することが適当である。(別添１参照) 

あわせて、住民が記載するチェックシートは、分かりやすく簡潔な内容にすべきである 

 
チョルノービリ原発事故後のポーランドでの安定ヨウ素剤服用の経験では、服用した

17,101 人中、アナフィラキシーショックの症例は見られないようであったが、0.5%に何
らかの甲状腺外の副作用症状が観察された[Nauman 1993]。  

提言にも触れているが、安定ヨウ素剤だけでなく、避難（屋内避難を含む）、汚染して
いない食品入手などを組み合わせた防護措置について、行政と住民とが常に準備をしてい
ることが重要である。 
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８.  甲状腺がん以外の健康被害 
代表的なものは遺伝的障害（先天異常）や胎児への影響である。また、放射線という

目に見えない曝露に対する不安から、メンタルヘルスへの悪影響が考えられる。被災地
周辺では放射線レベルが高かったため、屋外での活動が減った。その影響は特に小児の
発達に悪影響を及ぼした可能性がある。これらの健康被害は、放射線に加えて地震およ
び津波による複合災害という側面を表している。原発事故後、被災地では多くの避難者
が発生し、近隣の自治体に転居せざるをえなかった。よって避難者における特有の健康
障害も明らかにする必要がある。 
 

(1) 先天異常、出生 
 原発事故後、日本全体で停留精巣[Murase et al 2018]と先天性心臓奇形［Murase et al 
2019]の手術件数増加が報告された。しかし、先天性心臓奇形の患者数の増加は見られな
いとする論文が発表され[Hirata et al 2020]、先天性心臓奇形の手術数は疾患発生の増減を
示すアウトカムとしては不適切である事が指摘されている。また、福島県における原発事
故後の新生児の異常の増加は見られないとの報告がある[Ishii et al 2017, Kyozuka et al 
2018]。以上、原発事故後に先天異常の増加の有無については不明である。 

原発事故後の出生関連指標についての論文が 4 報見られる。そのうちの 3 報では低出生
体重児の増加は見られなかった[Leppold et al 2017, Ishii et al 2017, Kyozuka et al 2018]。  

しかしながら、日本全体の生態学的研究により Cs(セシウム)-137 の沈着と低出生体重有
病率に正の相関の増加が報告された[Scherb et al 2020]。原発事故の先天異常、出生への影
響を明らかにするにはさらなる研究が必要である。 
 
(2) メンタルヘルスへの影響 

原発事故後の ストレス関連の精神障 害として、自殺、心的 外傷後ストレス障害
（PTSD）、心理的苦痛などが見られる。これらは、原発事故と震災の複合災害による健
康障害と考えられる。自殺に関して、避難区域での自殺および自殺未遂の調査では、事故
直後では自殺率は上昇しその後低下した[Aoki et al 2014, Orui et al 2018]が、4 年後に再度
上昇した[Orui et al 2018]。震災直後の母親においてうつの増加も報告されている[Goto et 
al 2015]。震災後 7 年間の自殺数の変動を福島、岩手、宮城の 3 県で比較した研究があり
[Takebayashi et al 2020]、岩手、宮城では震災後の自殺数は全体的に減少していたが、福
島では自殺数は減っていない。この差は避難者数の変動では説明できず、被災住民が原発
事故後に直面した様々な困難が影響している可能性がある。自殺に関わる要因は多彩であ
り、原発事故の影響を定量的に評価するのは難しいが、原発事故が自殺率に負の影響を与
えたことが示唆される。原発事故後の PTSD と心理的苦痛に関する論文は多く[Yabe et al 
2014, Suzuki et al 2015, Hori et al 2016, Kunii et al 2016, Oe et al 2016, Fukasawa et al 2017, 
Nishi et al 2018]、福島県内の被災地および非被災地の両方においてこれらの疾患が問題と
なっている。福島原発事故を含む東日本大震災のメンタルヘルスへの影響については、総
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説論文で詳しく論じられているので参照されたい[Harada et al 2015]。精神的な疾患ではな
いが、ストレス関連疾患としての心筋梗塞による 2011 年の死亡率は、福島県の全避難区域
においてそれ以外の区域より有意に高かった[Takiguchi et al 2019]。2019 年 8 月までに出
版されたメンタルヘルスに関連する総説論文が公表された[Shigemura et al 2021, Terayama 
et al 2021]。 
 
(3) 小児への影響 
 こどもの野外活動の減少に伴い、福島県の幼児から中学生は肥満傾向であることが報告
された[Nomura et al 2016, Isojima et al 2017, Kuriyama et al 2018]。同様に、福島県の小学
校、中学校の生徒のメンタルヘルスにも悪影響を与えていた[Itagaki et al 2017]。低線量放
射線曝露の新生児・乳児への影響に関する縦断研究が 1 報あったが、発達への明らかな影
響は観察されなかった[Itagaki et al 2019]。 
 
(4) 避難者の健康問題 

仮設住宅入居者を含む避難者の発生は原発事故による事象であり、避難者の健康問題を
観察することは意義深い。成人避難者に見られた身体的健康障害として、メタボリックシ
ンドロームの有病率の上昇[Eguchi et al 2022]やメタボリックシンドロームに関連するバイ
オマーカーの上昇[Tsubokura et al 2013, Ohira et al 2016, Ebner et al 2016, Satoh et al 2016b, 
Hashimoto et al 2017, Ohira et al 2017, Sun et al 2022]の報告が多かった。小児におけるメ
タボリックマーカーの上昇も報告された[Kawasaki et al 2015]。メタボリックシンドローム
以外では、慢性腎臓病（CKD）[Satoh et al 2016a, Hayashi et al 2017]、肝機能障害
[Takahashi et al 2017]、赤血球増加症[Sakai et al 2017]、高尿酸血症の増加[Hashimoto et 
al 2020, Honda et al 2021]などの報告が見られた。高齢避難者における避難後の死亡リスク
の上昇が報告されているが、死亡リスクの大きさには施設差があり、必ずしも高齢者にと
って避難が最善の策でない可能性が示唆された[Nomura et al 2013]。避難者における精神
的な健康問題も重要であり、PTSD、うつ、アルコール依存症が報告されている[辻内ら 
2016, 佐藤ら 2016, Goto et al 2017, Sodeyama et al 2022]。また、Sanoh ら[2020]は、避難
に伴う心理的苦痛などが脳卒中や心臓病のリスクを上昇させていることを報告した。子供
のメンタルヘルスに対する影響を調べた研究では、事故直後の被災地の小・中学生のメン
タルヘルスの不調は見られたが、原発事故の経験による違いはなかった[Tokunaga et al 
2012]。さらに避難者における医療・介護費用の増加も重要な問題である[Hasegawa et al 
2019]。 
 
(5) その他 

東日本大震災関連死の死者数は、2022 年 3 月 31 日現在、岩手県 470 人、宮城県 930 人、
福島県 2,333 人と報告されている[復興庁 2022]。2020 年のそれぞれの県人口で除した死亡
率（10 万人あたり）は、それぞれ 39、40、127 人であり、福島県の死亡数は岩手県や宮城
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県の約 3 倍である。福島県の東日本大震災関連死の死者数は明らかに岩手県、宮城県より
多く、過剰の死者数は福島原発事故に起因することが示唆される。 
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Ⅴ．提言書 
はじめに 

2011 年 3 月 11 日の東京電力福島第一原子力発電所で発生した事故(以下「福島原子力事
故」という)は、東日本大震災を起点とした未曾有の大規模複合災害でもある。原子力発電
所(以下「原発」という)は決して重大な事故は発生しないとの「安全神話」が、初期対応
の不手際だけでなく一連の事故対応に大きな瑕疵を生んで、被害を広げたと思われる。事
故後 10 年を経過しても多方面の問題が解決されず、「原状復帰」、「昔の生活に戻りた
い」との住民の希望に添えない状況が続いている。 
 
 新潟県知事は、県内に立地する柏崎刈羽原子力発電所に対する県民の不安に応えるため、
福島原子力事故の検証を行う三つの委員会（技術、健康・生活、避難委員会）を 2017 年に
設立した。大別すれば、原発の安全管理を主題とする技術委員会と、原子力事故の影響を
論ずる二つの委員会に分類でき、我々は健康・生活委員会の健康分科会を担当した。後者
の二つの委員会は検証内容が関連するが個別の活動となり、検証では重複する部分が多々
ある状況となった事をお許し願いたい。 
 

健康分科会は、原子力発電所事故後の新潟県民の安全と安心の確保に資する情報を得る
事を目的とし、福島原子力事故による放射性物質の拡散や避難等による福島県民の健康被
害の各種調査・報告書等を環境科学的・医学的な視点から検証を行った。 
 

会議はこれまで 11 回開催された。検証は福島の県民健康調査を土台とし、国内外の専門
機関による福島原子力事故を含む原子力事故後放射線被ばくの報告書を基に行った。特に
焦点を当てたのは、放射線被ばくの中でも被害の核心である事故時 18 歳以下の放射線被ば
くによる甲状腺健康である。 
 

本健康分科会はこれまでの検証を踏まえ、新潟県の原子力事故予防・対応活動に資する
提言をここに記す。 
 

震災後 10 年の節目の年に、特記すべき新たな動きが見られた。福島第一原子力発電所で
は地震計故障、東京電力柏崎刈羽原子力発電所ではテロ対策の不備が明らかになる等の重
大問題が発生した。これらの度重なる不祥事により、原子力規制庁をはじめ国民の東京電
力への信頼は失墜した。また、東京電力による処理済み汚染水の海洋放出への安全性確保
も懸念材料となっている。更には、福島の甲状腺検診の変更の動きも見られる。これらの
状況から、原子力事故検証の重要性が更に強まっていると思われる。 
（本提言は令和 3 年 8 月 29 日現在の情報を基に作成） 
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提言 
「福島原子力事故＋東日本大震災に伴う津波」の複合災害を検証した。この結果は原発

の「安全神話」を過去のものとし、「想定外」が常に起こる事を前提とした対応が常に求
められる時代を迎えたことが明確になった。 

分科会での議論に基づく原子力事故対応に当たる専門家や行政担当者への基本的要望は、
原子力事故データが国民に帰属するとの認識の保持、情報の透明性の担保、情報の解析に
基づく活動への説明責任の遂行である。 

現時点での知見により以下の提言を取りまとめ、提示する。 
 
A．通常時対応 
＜社会化＞ 
1．ステークホルダーの原子力事故対応組織への対等参加 
2．原子力事故の被害を受けうる県内・県外（主に隣県）の住民を含むステークホルダー、

関連行政組織、関連原子力事業者とのリスクコミュニケーション 
＜情報の共有・ヘルスリテラシー＞ 
3．国、県、市町村、原子力事業者、特に東京電力からの、県内住民が求める情報の迅速

かつ継続的な伝達体制の整備・完備 
4．県内の教師・教官、児童・生徒・学生、住民を対象とした原子力事故の環境や健康へ

の影響に関するヘルスリテラシー向上を目指す教育の推進 
＜放射線測定・解析＞ 
5．原子力事故の情報伝達網とリスク評価体制の確立 
6．大気輸送モデルを用いた避難予測システムの構築 
7．既存のモニタリングポスト、航空機モニタリング、走行サーベイ等のモニタリング情

報の補完として、原子力事故対応への多角的な諸状況の頻繁な情報獲得（環境の放射
線測定、住民避難関連の交通情報）とその情報の視覚化を備えたドローンシステムの
構築  

8．外部被ばくによる住民の個人線量実測、時系列的な避難経路も含む行動記録、地域の
空間放射線量測定による外部被ばく線量の推計・解析システムの構築 

9．甲状腺健康モニタリングの標準化されたプロトコル策定 
10. 原子力事故発生直後から二か月後までの個人甲状腺被ばく線量測定システムの構築 
11. 事故後に生まれた子供たちへの検査も含む甲状腺検査の手順とデータ管理の確立 
＜人材育成＞ 
12. 甲状腺健康モニタリング活動に関連する検査技術者の育成 
13. 全国共同利用施設における原子力事故関連の保健・医療・福祉専門家育成 
＜医療・医学＞ 
14. 安定ヨウ素剤の配布・服用システムの完備 
15. 原子力事故と自然災害に際し、行政組織、大学・研究機関、医療機関が連携して対応
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に当たる県内組織の新設 
16. 県内と県外（主に隣県）における放射線曝露とその健康リスクを評価するために必要

な事故前と事故後の疫学データ（放射線以外の疾病罹患率等を含む）の獲得 
 
B．事故発生時緊急対応 
1．予測される被ばく開始の 24 時間前から被ばく開始後 2 時間以内（曝露開始が予想され

る８時間前まで）の安定ヨウ素剤服用の遵守 
2．高い表面汚染密度の避難住民へのガイドライン遵守 
3．環境と住民の放射線量の地域毎の時系列的推移の測定 
4．住民の甲状腺放射線量の地域毎の時系列的推移の測定 
5．避難による生活・住環境の変化による乳児、高齢者、慢性疾患患者・障碍者等の健康

維持への医療・介護支援 
6．事故直後の飲料水・飲食物中の放射性核種濃度測定と、放射性物質汚染飲料水・飲食

物の摂取制限。同様に農林水産物の採取及び・出荷制限 
 
C．事故後の中長期的対応 
1．県民の健康調査（甲状腺検査、健康診査、心の健康・生活習慣に関する調査、妊産婦

に関する調査等） 
2．高度甲状腺被ばく者、特に事故当時 18 歳以下の県民、妊娠可能な女性、事故後の出生

者への長期的甲状腺健康モニタリング 
3．県民の健康調査で確認されたハイリスク者の IARC（国際がん研究機関）などの国際機

関との連携による長期的な医学的フォローアップと、これらの人々への国・原子力事
業者からの長期的包括支援 

4．国内外アカデミアと市民をも含む第三者組織による原子力事故対応活動の検証（事故
後 1, 3, 5、10、20 年目等） 
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注釈 
A – 1: 

ステークホルダー（stakeholder）とは、事業者が活動を営むことによって何かしらの影
響または利害関係が生じる相手を総称する意味で用いられる言葉である（実用日本語表現
辞典）。原子力発電事業は、すそ野の広い多岐にわたる分野の専門家・関係者と関わる。
国際放射線防護委員会は福島原発事故などの大規模原子力事故の経験から、国や県・市町
村は、事故に備える過程及び事故が継続している段階の対応にステークホルダーとしての
住民の参加をさせるべきとした[ICRP Publication 146, 2020]。 
 
A - 5: 
 1999 年の東海村臨界事故後、当時の原子力安全委員会はウラン加工工場臨界事故調査委
員会報告の概要を平成 11 年 12 月 24 日に公表した。この中で重要な反省点が多数指摘され
たが、福島原子力事故では何一つとして顧みられる事はなかった。このことから、新たに
原子力災害時における情報伝達網の構築を提案する。 
 国の初動時の情報把握体制や助言体制の整備、一元的な住民の防護対策の判断、実施が
可能な体制を検討することが必要と思われる。福島原発事故をめぐる情報環境として、五
つの情報圏が考えられる。第一は既存のマスメディアによる情報の生産と流通にかかわる
「マスメディア情報圏」、第二はインターネットによる情報発信にかかわる「インターネ
ット情報圏」、第三は「科学者・専門家の情報発信圏」、第四は「行政政府の情報発信
圏」、第五は「一般市民の情報発信圏」である。これらの情報圏は相互に重層的に連動し
ている一方で、それぞれが独自の論理とコミュニケーション様式をもっている。 
留意すべき視点として以下の事項が示されている。日本のメディアと社会情報過程はすべ
ての情報圏において、インフォームド・コンセント型社会のコミュニケーション体制が構
築されていない。事故の危険度を専門分野が異なる研究者や見解を異にする研究者が専門
知識を総動員して評価し、その結果を市民に速やかに伝達し、複数の対応策がある場合に
はそれも市民に提示し、市民の理解を得ながら対応策を講ずる[伊藤守、3.11 原発事故をめ
ぐるメディア環境と日本社会の課題、2013．1.学術の動向、一部の字句を修正] 
（https://www.jstage.jst.go.jp/article/tits/18/1/18_1_8/_pdf/-char/ja）。 

これまで重大な原子力災害が発生した茨城県や福島県では、国の主導により外部評価委
員会が組織されたが、国の原子力政策を反映した議論に誘導される可能性が残る。そこで、
事故発生以前に委員会を設立することが望まれる。委員を新たに選出するのではなく、こ
れまで新潟県の事故検証を続けてきた委員に評価をさせることにより、国の意向を忖度す
ることなく、県民の安全を前提として組織作りができ得る。また、福島県ではマスコミが
県（国も）への忖度のあまり、県外の報道とは異なる情報を展開し、県民への信頼が失墜
している。このため、マスコミも参加出来る諮問機関もしくは評価委員会を設立し、広く
県民に情報提供を行えるようなシステムを構築することが望ましいと思われる。 
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A - 6: 
 東海村臨界事故発生当時の原子力防災体制は、災害対策基本法に基づく防災基本計画(第
10 編・原子力災害対策編)、原子力安全委員会が定める「原子力発電所等周辺の防災対策
について」（防災指針）等に基づいて整備されていた。しかしながら、これらの体制は、
原子力発電所や再処理施設等からの放射性物質の大量の放出に備えた対応を想定して整備
され、加工施設における臨界事故は想定されておらず、JCO の施設を対象とした防災計画
も策定されていなかった。また、これに関連して、同施設境界近傍にモニタリングポスト
は設置されておらず、SPEEDI ネットワークシステムの放射能拡散・線量予測の対象にも
なっていなかった[ウラン加工工場臨界事故調査委員会報告の概要、平成11年 12月 24 日、
一部改変]。 

こうした状況のままで福島原発事故が発生した。事故当時、政府中枢に SPEEDI の存在
が知らされず、SPEEDI 自体もデータがうまく収集できなかったため、SPEEDI を避難の
目安に活用しないことを決め、初期避難に混乱を招いた。結果的に、原発周辺の住民の中
には放射性物質が飛散した方向へ避難した人も多く、政府は強い批判を浴びた。このこと
から、2015 年 4 月に原子力規制委員会は実測値を基準に避難を判断し、重大事故が起きた
場合は、原発から半径５キロ圏は即時避難、5-30km 圏は屋内退避とした。 

一方、米国原子力規制委員会（NRC: The U.S. Nuclear Regulatory Commission）は、原
子力発電所からの事故に関する情報を収集し記録する緊急時対応情報収集システム
（ERDS）、原子炉プラント内の事故状況の把握を行うための原子炉安全評価システム
（RSAS）、被ばく線量評価を行うための影響分析用放射線学的評価システム（RASCAL）
を開発している。連邦緊急事態時管理庁（FEMA: Federal Emergency Management Agency）
は総合緊急時情報管理システム（IEMIS）、米国エネルギー省（DOE: U.S. Department of 
Energy）は緊急時環境放射能予測システム（ARAC）、電力研究所(EPRI)は緊急時原子炉
操作レベルモニターシステム（REALM）を開発している。（国立研究開発法人 日本原子
力 研 究 開 発 機 構  原 子 力 百 科 事 典 ATOMICA 
https://atomica.jaea.go.jp/data/detail/dat_detail_10-06-03-01.html） 

福島原発事故発生当時、米国原子力規制委員会は、原発の格納容器が開いて炉心が
100％溶融していると最悪のシナリオを想定した場合、風下 50 マイルまではガイドライン
に基づき保護措置（退避命令）を出さねばならないと委員の一人が述べている[Official 
Transcript of Proceedings NUCLEAR REGULLATORY COMMISSION, Japan's Fukushima 
Daiichi ET Audio File, P50, Saturday, March 12, 2011]。しかしながら、日本国内では米国
のような一元化システムが構築されておらず、放射能の広がりを予測することは難しい。 

そこで、本県では放射能の流れを予測し、避難基準を作成するために、アメリカ海洋大
気庁（ NOAA: National Oceanic and Atmospheric Administration, U.S. Department of 
Commerce） NOAA HYSPLIT を用いて大気輸送モデルから放射性物質の流れを予測する
システムを開発し、採用する事を検討すべきである。本システムは無料ソフトウエアであ
り、誰でも使用できる。また、本システムを使用する際は、放射線量は考慮せず、原子力
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発電所の事故の規模から本システムを使用せねばならないか否かを判断し、判断が難しい
場合は予防原則として使用し、避難を行うものとする。 
 
A – 8: 

外部被ばく量を見積もる際には、大別すると個人線量計を用いて実測値から求める場合
と、個人の外部被ばく線量を環境線量または発生源情報に基づく線量推定値と、聞き取り
調査などによる行動記録に沿った放射線量の実測値を集約し、累積被ばく量を推定する方
法がある。なお、行動記録で特に重要な情報は事故時にどのような場所にいたのか、滞在
した建築物の種類（木造か鉄筋コンクリートかなど）である。本項では、個人線量計を用
いる際の留意点について記す。 

個人線量計を用いて被ばく量を求める際に重要になるのは、バックグラウンド値である。
本来、個人線量計は放射線作業を行う管理区域内での被ばく量と放射線を取り扱わない非
管理区域をバックグラウンド値として被ばく量の差から、放射線作業中の被ばく量を見積
もるためのものであり、汚染された広範囲で日常生活における被ばく量を求めるものでは
ない。 

そのため、個人線量計で測定された被ばく量も、あくまで目安として考えるべきである。
なお、本来ならば、すべての地点で原発事故前の空間線量率を求め、その地点毎のバック
グラウンド値から事故後の汚染された状況での被ばく量との差を求めるのであるが、事故
前の測定は現実的には困難・不可能であり、いくつかの代表点のみでの測定となっている。
そこで、基準点となる場所を決めることが必須であり、この値をバックグラウンド値とし
て用いることとなる。 

福島原子力事故では、事故前の空間線量率の計測データは限られていた。そのため、個
人の被ばく量を見積もるためのバックグラウンド値を設定することが非常に難しくなった。
そこで、予め県内の空間線量率をモニタリング車により計測しておく。出来うるならば、
県内の市町村で生活環境や土地利用状況を勘案して地上高 50cm と 1m の空間線量率が最
低となる場所を探しておくことが理想である。その値をバックグラウンド値として用いれ
ば、すべての地点と引き算した場合、すべての地点で最大の被ばく量となるため安全側に
見積もることになる。ただし、屋内での測定の場合、鉄筋コンクリート製の住宅や集合住
宅で地上よりも高い位置で放射線量を測ると、地面から放出される放射線量が概ね距離の
２乗に反比例する形で放射線量は減衰するため、見かけ上マイナスの値が出てしまうこと
になる。このことは考慮する必要がある。 

また、事故時の個人線量を推測する場合、個人線量計を県民全員が持ち歩くことは不可
能であることから、その場所毎の被ばく量データの収集は、モニタリングポストのデータ
による事になる。しかしながらモニタリングポストのみでは不十分であるため、核医学を
取り扱う病院の放射線モニターのデータを活用するなど出来うる限り情報を収集する必要
がある。このデータを諮問機関に一元化し情報を整理した上で、県民のために情報を公開
すべきである。 
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A – 9: 

リスクの高い個人向けの選択的活動であり、甲状腺検査とフォローアップ検査を受ける
か否か、更にその方法を選ぶことができる[IARC テクニカル・レポート第 46 号]。次項 A-
10．の報告書には、甲状腺被ばく線量評価や超音波画像診断とその後の診断テストの標準
作業手順プロトコルは今のところガイドラインがない、とされている。 
 
A – 10： 

甲状腺被ばく線量の直接測定はγ検出器を頸部にあて、甲状腺中の I131 の放射性壊変に
由来する γ 線の放射能を測定することによって行われる。具体的にはグレースケール超音
波検査、ドップラー超音波検査、エラストグラフィー、三次元画像診断等である。将来的
には、多数のデータを基にした AI 及び機械学習による超音波検査の測定能力向上が期待さ
れる[Knowledge Gaps and Research Ideas Proposed by the IARC Expert Group on Thyroid 
Health Monitoring after Nuclear Accidents, 2019]。 
 
A - 11: 

短寿命核種による初期被ばく量の推定のため、短寿命核種の計測技術を事前に習得する。 
 
A - 15: 

事故発生前の小児白血病の発生者数の把握(小児白血病検査)も含まれる。 
 
B - 2: 

原子力災害対策指針の中の「防護措置の実施を判断する基準」として、計測可能な値で
表される「運用上の介入レベル（OIL20）が設定されている。不注意な経口摂取、皮膚汚
染からの外部被ばくを防止するため、除染を講じるための基準である OIL4 の指針の値は、
β 線として 40,000cpm、あるいは一か月後の値として 13,000cpm の表面汚染があった場合
である。 

国や県の計画、マニュアルには、放射線量のスクリーニング、高い表面汚染密度の避難
住民の選別と除染、医療機関への搬送が含まれる。しかし、甲状腺被ばくと関連した部分
については、線量測定や登録に加え、被験者への通知やフォローアップシステムなど、現
在国が作成中とされる。 
 
C – 2. 

国際がん研究機関は、原子力事故後の甲状腺モニタリングに関する報告書を出版した
[IARC, 46, 2018]。甲状腺健康モニタリングプログラムは、よりリスクの高い個人向けの

                                                      
20 Operation Intervention Level 
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選択的活動であり、甲状腺検査とフォローアップ検査を受けるか否か、更にその方法を選
ぶことができるとした。 
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附属文書 
1．放射線被ばく 
(1) 放射線・放射能とその単位 
電離放射線の種類：通常、放射線と言えば、電離作用、すなわち、原子をイオン化する作
用を持つ電離放射線のことを指す。電離放射線障害防止規則(第二条の１)では電離放射線
を①アルファ線、重陽子線及び陽子線、ベータ線及び電子線、中性子線と②ガンマ線及び
エックス線と定義しており、①は粒子線、②は電磁波である。ベータ線は電子線の一種
で、アルファ線は陽子２個と中性子２個からなる。ガンマ線、エックス線、中性子線は透
過力が高く、体を通り抜けるが、ベータ線は透過力が弱く、体表面に付いた場合でも皮膚
と皮下組織より深部には到達しない。一方、アルファ線は透過力が弱く、アルファ線の外
部被ばくの場合、皮膚表面の角質層より深くには到達しない。陽子線や重粒子線(重陽子線
など)が体を通過する場合、ある深さまでは体内組織にあまりエネルギーを与えずに高速で
通過するが、途中で減速し組織に多くのエネルギーを与え、その後、体内で停止する。物
質中を通過する放射線が単位飛跡あたりに失うエネルギーの量を LET(線エネルギー付与: 
linear energy transfer)と呼ぶ。アルファ線、中性子線、重陽子線及、陽子線は高 LET 放射
線であり、生体組織を通過する際に大きなエネルギーを与え、体への影響は低 LET 放射線
より大きい。ガンマ線・エックス線・ベータ線は低 LET 放射線である。 
吸収線量：電離放射線の吸収線量を表す SI 単位は Gy(Gray)である。1Gy の放射線は 1kg
の物質に 1J のエネルギーを与える。単位時間当たりの被ばく線量を線量率と呼び、μGy/ 
などの単位を使って表される。線量率(単位時間当たりの線量)を測定し、これに被ばく時
間を乗じると被ばく線量が得られる。複数回の被ばくの場合、それぞれの被ばくの被ばく
線量の和として累積被ばく線量が得られる。放射線疫学の分野で臓器別のがん21リスクを
推定する場合、臓器・組織の吸収線量が使われる。なお、全身被ばくの場合の全がんリス
クの推定を行う場合、特定の臓器の吸収線量で代表させることがある。例えば、原爆被爆
者の疫学調査では結腸、ロシアの Techa 川流域住民の疫学調査では胃、インドのケララ州
の高自然放射線地域の疫学研究では結腸の吸収線量を用い、単位線量当たりの固形がん22

全体のリスクを推定した結果が報告されている(有名な研究なので、引用文献は不要？)。 
放射線加重係数：臓器の電離放射線の線質(エネルギーと種類)で生物効果は異なり、その
効果を表す係数を放射線加重係数と呼ぶ。人体の臓器・組織ごとに被ばくした線量(特定の
臓器・組織全体にわたり平均化された値)に放射線加重係数を乗ずると臓器・組織吸収線量
が得られる。これは主に放射線防護で使われる。臓器・組織吸収線量（等価線量）の単位
には Sv が使われることが多い(Gy 使われることもある)。放射線加重係数には国際放射線

                                                      
21 本報告書では、悪性腫瘍全体をひらがなの「がん」、がんの中で上皮細胞から発生するものを漢字の
「癌」と表記することとする(参考資料：国立がんセンターがん情報サービス）。 
22 固形がんは血液または造血器の悪性腫瘍以外のがんを指すことが多い。例：放影研報告書(RR） 8-06 
https://www.rerf.or.jp/library/archives/scientific_pub/rerf_report/rr2006/rr0608/ 
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防護委員会(ICRP)が決めた値が使われており、ガンマ線・エックス線、ベータ線の放射線
加重係数は１、アルファ線の放射線加重係数は 20、中性子の放射線加重係数はそのエネル
ギーで異なり 2.5-20 である。 
実効線量：実効線量は放射線防護の分野で使われ、その単位は Sv である。放射線がヒトに
与える影響の大きさは臓器・組織で異なるが、例えば、甲状腺と肺にエックス線を被ばく
し、どちらの臓器の被ばく線量も 0.5Gy であった人(A さんとする)と、肺だけに 1Gy のガ
ンマ線を被ばくした人(B さんとする)とでは、どちらの方で将来において悪性腫瘍(全ての
がん)が発生するリスクが高いであろうか？このような比較を可能にするのが実効線量で、
組織や臓器ごとに、(吸収線量×放射線加重係数×組織加重係数)を計算し、全身について
合計した線量である。したがって、局所被ばくであれば、全身で「均(なら)」した線量で
ある。この例で実効線量を計算してみる。エックス線・ガンマ線の放射線加重係数は 1 で
ある。組織加重係数には国際放射線防護委員会が定めた値が使われており、甲状腺と肺の
組織加重係数はそれぞれ 0.04 と 0.12 である[ICRP Publication 103 2007]。したがって、A
さんの甲状腺被ばくによる実効線量は 0.5x1x0.04=0.02Sv、肺の被ばくの実効線量は
0.5x1x0.12=0.06Sv、合計 0.08Sv となる。一方、B さんの肺の被ばくの実効線量は
1x1x0.12=0.12Sv となる。全がんリスクが実効線量に比例すると考えるので、がんになる
リスクは B さんの方が高いと推測される。なお、組織加重係数の総和は 1 であるので、全
身に 0.5Gy のエックス線被ばくを受けた場合、実効線量は 0.5x1x1=0.5Sv となる。ここで
指摘しておかなければならないのは、疫学調査などで線量とがんリスクの関連を分析する
場合、実効線量の使用は避けるべきとされていることである。組織加重係数の値には、過
去の疫学調査などで得られた線量当たりのリスクが加味されていることがその理由の一つ
である。 
放射能：放射性物質が放射線を出す能力を放射能とよぶ。放射能の大きさを表す SI 単位は
Bq で、1 Bq の放射能を持つ放射性物質では、1 秒に 1 つの原子核が崩壊して放射線が放出
される。 
 
(2) 外部被ばくと内部被ばく 
  体外から放射線被ばくを受けるのが外部被ばくで、我々は宇宙線・大地からのガンマ線
などにより外部被ばくを受けている。呼吸(例えば、ラドンとその崩壊生成物)や飲食(土壌
から吸収した農作物や水)などによって体内に放射性核種が取り込まれると内部被ばくを受

ける。通常、ヒトの体に最も多く存在するのはカリウム 40 で、体重 60kg の人には、4000
ベクレル位のカリウム 40 があり、これによる被ばく線量は年で 100-200μSv と推定され
る23。原子力事故直後に起こりうる内部被ばくのなかで特に懸念されるのが、放射性ヨウ
素が呼吸や飲食により体内に取り込まれ、血流により甲状腺へ運ばれ引き起こされる甲状

                                                      
23 このパラグラフの記述では環境科学技術研究所 ミニ百科を参考にした。 
https://www.ies.or.jp/publicity_j/mini/2007-09.pdf 
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腺の内部被ばくである。ヨウ素 131 の物理学的半減期(壊変により放射性物質が半分になる
までの時間)は 8.０日であり、また、体内に取り込まれたヨウ素は徐々に体外に排泄される
ので、体内へ取り込み後 8 週程度を過ぎれば、ヨウ素 131 による内部被ばくは無視できる
程度まで減少する。その後は、放射性セシウムなど、物理学半減期が比較的長い放射性核
種による内部被ばくが起こりうる。 
 
(3) 環境被ばく 

環境被ばくには、人工的な放射能汚染によるものと、自然由来の放射性核種によるもの
とがある。前者には、核兵器の実験・使用、原子力施設の事故による放射能汚染(体の外に
放射線源がある場合には外部被ばくとなるが、内部被ばくの場合もある)、建材の放射能汚
染などによる被ばくがある。 

岩石・土壌、建材、空気、食物等、地球上の殆ど全ての物質中には微量の天然放射性核
種が含まれている。天然放射性核種の主なものは、地球の誕生時から地殻中に存在してき
たカリウム 40、ウラン系列核種(ウラン 238、ラジウム 226、ラドン 222 等)およびトリウ
ム系列核種(トリウム 232、ラジウム 228、ラドン 220 等)である。国連科学委員会()の推定
によると、一般人の自然放射線源による放射線被ばくは世界平均で 2.4mSv(この内、ラド
ンガス吸入によるものが約半分)である[UNSCEAR 2008 Report Annex B 2010]。ただし、
自然放射線量は国内でも地域・家屋により異なる。わが国では、ラドンによる被ばくが低
いためなどの理由から、これより少し低い値となる。 
 
(4) 医療放射線被ばく 

放射線診断・治療での医療被ばくも無視できない。エックス線の直接撮影では一回の検
査で 0.1-0.3mSv 程度の被ばくを受ける。エックス線の間接撮影では、直接撮影の 2-5 倍で
ある。エックス線を用いたコンピュータ断層撮影(エックス線 CT)では一回の被ばく線量が
比較的高い。腹部・胸部の X 線 CT 検査では、1 回の被ばく線量が 10-25mGy 程度となる
臓器がある。頭部の CT 検査では眼の水晶体の被ばくは 50mGy と推定されている[ICRP 
Publication 85 2000]。心臓 CT 検査での被ばく線量はこれより高い。 
 
注釈 
放射線防護の目的 
① 利益をもたらすことが明らかな行為が放射線被ばくを伴う場合には、その行為を不当

に制限することなく人の安全を確保すること 
②  個人の確定的影響の発生を防止すること 
③  確率的影響の発生を制限するためにあらゆる合理的な手段を確実にとること 

これらを考慮して被ばく線量は決められている。そのため、線量とは放射線防護に用い
られるためのものであり、本来、個々の被ばく量を求めるためのものではない。 

東京電力福島第一原子力発電所事故の際、国際放射線防護委員会は、「公衆の放射線防
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護の目的について、従来の決定グループの概念の代わりに、“代表的個人(representative 
person)”を用いることを勧告する。[ICRP Publ.103 193 項] 

公衆の構成員については、関連する人々すべてを個人モニタリングするわけにもいかず、
どのような人を対象として線量評価を行うかの検討が必要である。公衆の構成員は様々な
線源から被ばくを受け、結果として公衆の個人線量は高いものから低いものまで広く分布
することになる。代表的個人の定義は国際放射線防護委員会の報告書[ICRP Publ.101]に見
られ、「公衆の線量は、環境濃度もしくは被ばく率と適切な習慣データ(食習慣などの行動
様式)を用いて推定しなければならない。公衆の防護の目的として、線量拘束値(ある線源
に対する放射線防護策を検討する場合に、その線源からの被ばく線量をできる限り低く(最
適化)するための目標となる制限値のこと)の遵守の判断に用いられる人を定義することが
必要である。これが代表的個人である。集団の中で比較的高く被ばくする複数の個人を代
表する線量を受けるものであり、ほとんどは仮想的な存在である。[ICRP Publ.103 57 項]
となっている。 
 
備考 
標準人  

国連科学委員会 2020 年報告書では、仮想的な代表的個人の被ばく量をもとめるために、
標準人といわれる欧米人の平均的な解剖学的及び生物学的特性を有しているモデルを用い
て被ばく量を見積もっている。その後、2003 年の ICRP Publication 89 ではアジア人の特
性を考慮したデータの改訂が行われた。また、標準値として、胎児期 8 段階、出生後 6 段
階の成長過程に応じた解剖学的データと生理学的データが用意され、15 歳児と成人に対し
ては男女別に区別されている。[出典元：連載講座 ICRP 新勧告―新しい放射線防護の考え
方と基準、日本原子力学会誌, Vol. 52, No. 7(2010)] 
 
福島県民健康調査甲状腺検査の単位換算方法 

Beckford らは、EBSCOHOST および EMBASE データベースを検索して、健康な子供 
(>1 歳および<19 歳) の平均 24 時間尿排泄量を報告した研究を特定し、44 の研究のうち、
27 の研究からメタアナリシスを行った。24 時間尿量の全体平均(信頼区間：95％CI)推定
値は、年齢層別に分類されランダム効果モデルを用いて算出された結果、2～19 歳の平均
尿排泄量は 773mL/day (654, 893) (95％CI)、年齢層別に分類すると、平均 24 時間尿排泄
量(95％CI)は 2～5 歳で 531mL/day (454, 607)、6～12 歳で 771mL/day(734, 808)および
13～19 歳の場合は 1067mL/day(855, 1279)と報告している[Beckford et al 2020]。年齢層
を考慮し、成人の値で計算するとヨウ素量は少なくなるが、年齢構成が明らかにされてい
ない福島県の報告では、本来の値よりも多めに算出されるよう保守的な値をとるため、2
～19 歳の平均尿排泄量 773mL/day を用いた。 
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検証体制等 
１ 委員名簿 

 （敬称略・50 音順） 

 
 

２ 健康分科会の活動状況 

 
 

  

氏  名 所 属 ・ 職 名 等 専 門 分 野 備考

青山 英史 北海道大学大学院医学研究院 教授 放射線医学
令和5年3月24日
まで在任

秋葉 澄伯 弘前大学 研究教授 疫学・公衆衛生学

木村 真三 獨協医科大学 准教授 放射線衛生学

鈴木  宏
（座長）

新潟大学 名誉教授 疫学・公衆衛生学

中村 和利
（副座長）

新潟大学大学院医歯学総合研究科 教授 疫学・予防医学

開催回 開催時期 議 題

1 平成29年9月11日
・座長及び副座長の選出
・検証の進め方について

2 平成30年2月5日 ・検証の進め方について

3 平成30年11月8日
・前回の課題の確認
・とりまとめの方向性

4 平成31年3月15日
・放射線被ばくによる健康影響について
・文献調査について

5 令和1年7月8日
・放射線被ばくによる健康影響について
・文献調査について

6 令和2年1月20日
・IARC提言について
・文献調査について
・福島県甲状腺検査について

7 令和2年9月15日
・今後の議論の方向性について
・文献調査について

8 令和3年3月22日 ・取りまとめ案について

9 令和3年8月29日
・提言書について
・新たな文献について

10 令和5年1月4日 ・最終報告書（素案）について

11 令和5年1月30日 ・最終報告書（案）について
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○ 本報告書作成にあたり各分野において専門的な知見を頂いた方々（敬称略・50 音順） 
・佐藤  斉 茨城県立医療大学 
・鈴木  元 国際医療福祉大学クリニック 
・十川 佳代 国立がん研究センター 
・床次 眞司 弘前大学 
・高辻 俊宏 長崎大学 


